
(別添2)変更箇所

変更日 項目 変更前の記載 変更後の記載 提出時期 提出時期に係る説明

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先1
⑦時期・頻度

随時・日次・月次・年次連携 月次連携 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
⑥提供方法

○専用線　○電子記憶媒体（フラッシュメモリを
除く。）

○専用線　○フラッシュメモリ 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

○提供を行っている　2件　○移転を行っている
2件

○提供を行っている　2件　○移転を行っている
5件

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先1
③提供する情報

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付関係情報であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるもの 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先1
⑥提供方法

○専用線　○電子記憶媒体（フラッシュメモリを
除く。）

○専用線　○フラッシュメモリ 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先１
③移転する情報

1．資格管理業務
（1）　被保険者資格に関する届出：転入時等に
市窓口において、被保険者となる住民より入手
した届出情報
（2）　住民基本台帳情報：年齢到達により被保
険者となる住民および世帯構成員、並び既に被
保険者となっている住民および世帯構成員の住
基情報　（世帯単位）。
（3）　住登外登録情報：年齢到達により被保険
者となる住民および世帯構成員、並びに既に被
保険者となっている住民および世帯構成員の住
登外登録情報（世帯単位）。

２．賦課・収納業務
（１）　所得・課税情報：後期高齢者医療の被保
険者の保険料および一部負担割合算定に必要
な情報。
（２）　期割情報：市が実施した期割保険料の情
報。
（３）　収納情報：市が収納および還付充当した
保険料の情報。
（４）　滞納者情報：市が管理している保険料滞
納者の情報。

３．給付業務
（１）　療養費関連情報等：市で申請書等をもと
に作成した療養費情報等。

賦課業務
（１）　所得・課税情報：後期高齢者医療の被保
険者の保険料および一部負担割合算定に必要
な情報。
（２）　期割情報：市が実施した期割保険料の情
報。

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先１
⑦時期・頻度

１．資格管理業務
（１）　被保険者資格に関する届出：番号利用開
始日（平成28年1月1日）以後に届出のある都
度。
（２）　住民基本台帳情報：個人番号の付番、通
知の日（平成27年10月5日）以後に準備行為とし
て
　　一括で移転。 ：番号利用開始日（平成28年1
月1日）以後は、日次の頻度。
（３）　住登外登録情報：個人番号の付番、通知
の日（平成27年10月5日）以後に準備行為として
　　一括で移転。：番号利用開始日（平成28年1
月1日）以後は、日次の頻度。

２．賦課・収納業務
（１）　所得・課税情報：番号利用開始日（平成28
年1月1日）以後に、月次の頻度。
（２）　期割情報：番号利用開始日（平成28年1月
1日）以後に、月次の頻度。
（３）　収納情報：番号利用開始日（平成28年1月
1日）以後に、日次の頻度。
（４）　滞納者情報：番号利用開始日（平成28年1
月1日）以後に、日次の頻度。

３．給付業務
（１）　療養費関連情報等：番号利用開始日（平
成28年1月1日）以後に、月次の頻度。

賦課業務
（１）　所得・課税情報：番号利用開始日（平成28
年1月1日）以後に、月次の頻度。
（２）　期割情報：番号利用開始日（平成28年1月
1日）以後に、月次の頻度。

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
①法令上の根拠

番号法第9条第1項　別表第1の68項　別表第2
の93項

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
②移転先における用途

介護保険法（平成9年法律代１２３号）による保
険給付の支給または保険料の給付に関する事
務であって主務省令で定めるもの

老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）
による福祉の措置又は費用の徴収に関する事
務（番号法第9条第1項　別表第一の41の項）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
③移転する情報

介護保険法第２０条に規定する給付の支給に関
する情報であって主務主務省令で定めるもの

医療保険給付関係情報（医療保険各法又は高
齢者の医療の確保に関する法律による医療に
関する給付の支給又は保険料の徴収に関する
情報）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
④移転する情報の対象となる
本人の数

1万人以上10万人未満 10万人以上100万人未満 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

被保険者
当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
⑥移転方法

○庁内連携システム ○その他　(介護保険電算基本システム) 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
⑦時期・頻度

月次・年次 随時 事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3

長寿福祉課 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
②移転先における用途

介護保険法（平成九年法律第百二十三号）によ
る保険給付の支給又は保険料の徴収に関する
事務（番号法第9条第1項　別表第一の68の項）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
③移転する情報

医療保険給付関係情報（医療保険各法又は高
齢者の医療の確保に関する法律による医療に
関する給付の支給又は保険料の徴収に関する
情報）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
④移転する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
⑥移転方法

○その他　(介護保険電算基本システム) 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
⑦時期・頻度

随時 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4

市民税課 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
②移転先における用途

個人住民税の課税・収滞納に関する事務（番号
法第9条第1項　別表第一の16の項）

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
③移転する情報

医療保険給付関係情報（医療保険各法又は高
齢者の医療の確保に関する法律による医療に
関する給付の支給又は保険料の徴収に関する
情報）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
④移転する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
⑥移転方法

○その他　(個人市民税システム) 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
⑦時期・頻度

随時 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先5
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先5
②移転先における用途

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）
による保護の決定及び実施、保護に要する費用
の返還又は費用の徴収に関する事務（番号法
第9条第1項　別表第一の15の項）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先5
③移転する情報

医療保険給付関係情報（医療保険各法又は高
齢者の医療の確保に関する法律による医療に
関する給付の支給又は保険料の徴収に関する
情報）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先5
④移転する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先5
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先5
⑥移転方法

○庁内連携システム 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先5
⑦時期・頻度

随時 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
6.特定個人情報の保管・消去
保管場所

<大分市の措置>
１．セキュリティ区画内にサーバー室を設置し、
静脈認証による入退室管理を行っている。
２．データの不正持込・持出禁止を規定してい
る。
３．サーバー室とデータ、プログラム等を含んだ
記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する保
管室は、
他の部屋とする。
４．入退室管理を徹底するため出入口の場所を
限定する。
５．不正アクセス行為の禁止等に関する法律に
いうアクセス制御機能としては、ユーザIDによる
識別と
パスワードによる認証、さらに認証したユーザに
対する認可機能によって、そのユーザがシステ
ム上で
利用できることを制限することで、認証（ログイ
ン）、認可（処理権限の付与）、監査（ログ運用）
を行って
いる。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
び
サーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バック
アップもデータベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
び
サーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バック
アップもデータベース上に保存される。

事前

令和3年1月1日
Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要
１．特定個人情報ファイル名

後期高齢者医療関連情報ファイル 収納滞納ファイル 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
２．基本情報
④記録される項目
主な記録項目

・識別情報　　○個人番号　　○その他識別情報
（内部番号）　・連絡先等情報　○4情報(氏名、
性別、生年月日、住所)　○連絡先(電話番号等)
○その他住民票関係情報　　・業務関係情報
○地方税関係情報　○健康・医療関係情報　○
医療保険関係情報　○障害者福祉関係情報
○生活保護・社会福祉関係情報　○介護・高齢
者福祉関係情報

・識別情報　　○個人番号　　○その他識別情報
（内部番号）　・業務関係情報　　○地方税関係
情報

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
２．基本情報
④記録される項目
その妥当性

・個人番号：対象者を正確に特定するために記
録するもので、番号法第9条及び別表第一第59
号により利用可。
・その他識別情報（内部番号）：
　　（宛名番号・世帯番号）住民基本台帳や資格
に関する情報を管理するために記録するもの。
　　（被保険者番号）資格や保険料の賦課・徴
収、給付に関する情報を管理するために記録す
るもの。
・基本4情報、連絡先：被保険者について、通知
及び照会を行うために記録するもの。
・地方税関係情報：保険料賦課・徴収に関する
事務を行うために記録するもの。
・健康・医療関係情報：給付に関する事務を行う
ために記録するもの。
・医療保険関係情報：資格管理に関する事務を
行うために記録するもの。
・障害者福祉関係情報：障害認定に関する事務
を行うために記録するもの。
・生活保護・社会福祉関係情報：適用除外に関
する事務を行うために記録するもの。
・介護・高齢者福祉関係情報：高額医療・高額介
護合算療養費に関する事務を行うために記録
するもの。

・被保険者の後期高齢者医療制度における収
納、還付、充当、滞納等に関する業務を取り扱う
ため。
・広域連合電算処理システムへ情報を送付をす
る為。

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
2.基本情報
⑤保有開始日

  平成27年10月5日 平成27年10月5日　令和3年1月以降 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
３.特定個人情報の入手・使用
①入手元

○本人又は本人の代理人　○評価実施期間内
の他部署(市民課　市民税課　長寿福祉課)　○
行政機関・独立行政法人等(日本年金機構)　○
地方公共団体・地方独立行政法人(大分県後期
高齢者医療広域連合)

○本人又は本人の代理人　○行政機関・独立
行政法人等(日本年金機構)　○地方公共団体・
地方独立行政法人(大分県後期高齢者医療広
域連合)

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
３.特定個人情報の入手・使用
②入手方法

○紙　○電子記録媒体(フラッシュメモリを除く。)
○　専用線　○庁内連携システム　○その他(既
存住民基本台帳システム)

○紙　○フラッシュメモリ　○　専用線　○庁内連
携システム

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
３.特定個人情報の入手・使用
③使用目的

被保険者資格の管理(高齢者の医療の確保に
関する法律第50条等)、一部負担割合の判定(高
齢者の医療の確保に関する法律第67条等)や保
険料の賦課(高齢者の医療の確保に関する法律
第104条等)等の事務を行う上で、被保険者(被
保険者資格の取得予定者を含む)とその被保険
者が属する世帯構成員の所得等の情報を管理
する必要があるため。

収納に関する情報の保有、広域連合への送付、
その他収納に関する事務の実施。

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
３.特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法

１．住民基本台帳情報及び住所地特例対象者
情報の提供　広域連合に被保険者資格管理に
必要な住民基本台帳情報及び住所地特例対象
者情報を提供し、被保険者情報の提供を受け
る。
２．所得・課税情報の提供　保険料付加決定お
よび一部負担金判定に必要な所得・課税情報を
広域連合に提供する。
３．特別徴収情報の管理　大分県国民健康保険
団体連合会（以下「国保連合会」という。）より送
付される特別徴収対象候補者情報を基に特別
徴収情報を管理する。特別徴収を国保連合会
に通知する。また特別徴収の開始・中止の情報
を送信及び結果通知の受信も行う。
４．賦課情報の管理及び通知　広域連合が決定
した賦課情報を管理し、保険料の期割情報の作
成を行う。また、被保険者に対し納入通知書・特
別徴収通知書にて保険料額を通知する。
５．保険料の管理　保険料の収納を行う。また、
保険料収納情報をもとに過納となった場合、被
保険者に対し還付通知を送付し保険料を還付
する。　収納情報・滞納情報を広域連合へ通知
し、徴収した保険料を広域連合へ納入する。
６．被保険者証の引渡し及び各種申請書等の受
付　被保険者証の引渡しや被保険者の資格に
関する届出並びに保険給付に関する届出の受
付をし、申請
書等を広域連合へ送付する。
７．高額医療・高額介護の情報を管理する。　高
額療養費・高額介護サービス費の情報を長寿福
祉課と連携し、高額介護合算療養費の給付管
理を
行う。

主に以下を目的として使用する。

（１）収納を管理する業務として以下を行う。
　・保険料の収納（実績）管理を行なう。
　・延滞金の調定、収納（実績）管理を行なう。
　・督促手数料の調整、収納（実績）管理を行な
う。
　
（２）年金保険者に関する業務として以下を行な
う。
　・年金からの保険料徴収の実績結果の管理を
行う。

（３）滞納を管理する業務として以下を行なう。
　・保険料の滞納管理を行なう。
　・滞納者に対する処置を行なう。

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
３.特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法
情報の突合

住基情報と申請内容を突合して被保険者及び
同一世帯員を確認する。
地方税関係情報と被保険者及び同一世帯員を
突合して所得・課税額を確認する。
年金情報と保険料額を突合して特別徴収を決
定する。
介護保険情報と医療給付内容を突合して高額
介護合算情報を確認する。
住登外情報と住登外者の申請・届度内容を突
合し住登外者を確認する。

・市民課から異動情報を受信する際、異動情報
内の宛名番号と被保険者情報の宛名番号で突
合する。
・前期高齢者からの申請の際に、申請書に記載
された個人番号と住基ネット等で照会した個人
番号を突合する。

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託の有無

1件 2件 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1

システム管理・運用・操作業務委託
システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業業務

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1
①委託内容

システム管理・運用、オペレーションに係る業務
システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1
③委託先名

(株)オルゴ 情報公開請求等で公開 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1
再委託
④再委託の有無

再委託する 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1
再委託
⑤再委託の許諾方法

原則として再委託は行わないこととするが、再委
託を行う場合には、委託先から再委託先の商号
または名称、住所、再委託する理由、再委託す
る業務の範囲、再委託先に関する業務の履行
能力、再委託予定金額等およびその他当市の
セキュリティーポリシー等で委託先に求めるべき
とされている情報について記載した書面による
再委託申請および再委託に関する履行体制図
の提出を受け、委託先と再委託先が秘密保持
に関する契約を締結していることなど、再委託先
における安全管理措置を確認し、決裁等必要な
手続を経た上で再委託を承認する。

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1
再委託
⑥再委託事項

システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業業務

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項2

システムの運用支援業務委託 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項2
①委託内容

システムの運用支援業務 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項2
②委託先における取扱者数

10人以上50人未満 事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項2
再委託
⑥再委託事項

システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業業務

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項2
③委託先名

情報公開請求等で公開 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項2
再委託
④再委託の有無

再委託する 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項2
再委託
⑤再委託の許諾方法

原則として再委託は行わないこととするが、再委
託を行う場合には、委託先から再委託先の商号
または名称、住所、再委託する理由、再委託す
る業務の範囲、再委託先に関する業務の履行
能力、再委託予定金額等およびその他当市の
セキュリティーポリシー等で委託先に求めるべき
とされている情報について記載した書面による
再委託申請および再委託に関する履行体制図
の提出を受け、委託先と再委託先が秘密保持
に関する契約を締結していることなど、再委託先
における安全管理措置を確認し、決裁等必要な
手続を経た上で再委託を承認する。

事前

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2

厚生労働大臣又は共済組合等 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先1
③提供する情報

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付関係情報であって主務省令で定めるもの

地方税関係情報であって主務省令で定めるもの 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先1
⑥提供方法

○専用線　○電子記憶媒体（フラッシュメモリを
除く。）

○専用線　○フラッシュメモリ
事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先1
⑦時期・頻度

随時・日時・月次・年次連携 日次連携 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

○提供を行っている　2件　○移転を行っている
2件

○提供を行っている　1件　○移転を行っている
4件

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
①法令上の根拠

番号法第19条第7号 別表第二の83項 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
②提供先における用途

後期高齢者医療確保法による特別徴収の方法
による保険料の徴収又は納入に関する事務で
あって主務省令で定めるもの

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
③提供する情報

高齢者の医療の確保に関する法律第110条に
おいて準用する介護保険法第136条第１項（同
法第140条
第3項において準用する場合を含む。）、第138
条第1項又は第141条第1項の規定により通知す
ることと
されている事項に関する情報であって主務省令
で定めるもの

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
④提供する情報の対象となる
本人の数

1万人以上10万人未満 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

特別徴収を実施または中止する被保険者の保
険料期割額

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
⑥提供方法

○専用線　○電子記憶媒体（フラッシュメモリを
除く。）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
⑦時期・頻度

月次・年次 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先１
③移転する情報

1．資格管理業務
（1）　被保険者資格に関する届出：転入時等に
市窓口において、被保険者となる住民より入手
した届出情報
（2）　住民基本台帳情報：年齢到達により被保
険者となる住民および世帯構成員、並び既に被
保険者となっている住民および世帯構成員の住
基情報　（世帯単位）。
（3）　住登外登録情報：年齢到達により被保険
者となる住民および世帯構成員、並びに既に被
保険者となっている住民および世帯構成員の住
登外登録情報（世帯単位）。

２．賦課・収納業務
（１）　所得・課税情報：後期高齢者医療の被保
険者の保険料および一部負担割合算定に必要
な情報。
（２）　期割情報：市が実施した期割保険料の情
報。
（３）　収納情報：市が収納および還付充当した
保険料の情報。
（４）　滞納者情報：市が管理している保険料滞
納者の情報。

３．給付業務
（１）　療養費関連情報等：市で申請書等をもと
に作成した療養費情報等。

収納業務
（１）　収納情報：市が収納および還付充当した
保険料の情報。
（２）　滞納者情報：市が管理している保険料滞
納者の情報。

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先１
⑦時期・頻度

１．資格管理業務
（１）　被保険者資格に関する届出：番号利用開
始日（平成28年1月1日）以後に届出のある都
度。
（２）　住民基本台帳情報：個人番号の付番、通
知の日（平成27年10月5日）以後に準備行為とし
て
　　一括で移転。 ：番号利用開始日（平成28年1
月1日）以後は、日次の頻度。
（３）　住登外登録情報：個人番号の付番、通知
の日（平成27年10月5日）以後に準備行為として
　　一括で移転。：番号利用開始日（平成28年1
月1日）以後は、日次の頻度。

２．賦課・収納業務
（１）　所得・課税情報：番号利用開始日（平成28
年1月1日）以後に、月次の頻度。
（２）　期割情報：番号利用開始日（平成28年1月
1日）以後に、月次の頻度。
（３）　収納情報：番号利用開始日（平成28年1月
1日）以後に、日次の頻度。
（４）　滞納者情報：番号利用開始日（平成28年1
月1日）以後に、日次の頻度。

３．給付業務
（１）　療養費関連情報等：番号利用開始日（平
成28年1月1日）以後に、月次の頻度。

収納業務

（１）　収納情報：番号利用開始日（平成28年1月
1日）以後に、日次の頻度。
（２）　滞納者情報：番号利用開始日（平成28年1
月1日）以後に、日次の頻度。

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2

長寿福祉課 生活福祉課 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
①法令上の根拠

番号法第9条第1項　別表第1の68項　別表第2
の93項

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
②移転先における用途

介護保険法（平成9年法律代１２３号）による保
険給付の支給または保険料の給付に関する事
務であって主務省令で定めるもの

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）
による保護の決定及び実施、保護に要する費用
の返還又は費用の徴収に関する事務（番号法
第9条第1項　別表第一の15の項)

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
③移転する情報

介護保険法第２０条に規定する給付の支給に関する情報であって主務主務省令で定めるもの

医療保険給付関係情報（医療保険各法又は高
齢者の医療の確保に関する法律による医療に
関する給付の支給又は保険料の徴収に関する
情報）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
④移転する情報の対象となる
本人の数

1万人以上10万人未満 10万人以上100万人未満 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

被保険者
当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先2
⑦時期・頻度

月次・年次 随時 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3

納税課 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
②移転先における用途

市税の還付・充当業務（番号法第9条第1項　別
表第一の16の項）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
③移転する情報

保険料の徴収・滞納情報 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
④移転する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
⑥移転方法

○庁内連携システム 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先3
⑦時期・頻度

随時 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4

税制課 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
②移転先における用途

市税の還付・充当業務（番号法第9条第1項　別
表第一の16の項）

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
③移転する情報

保険料の徴収・滞納情報 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
④移転する情報の対象となる

10万人以上100万人未満 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
⑥移転方法

○庁内連携システム 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2～5
移転先4
⑦時期・頻度

随時 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納滞納ファイル)
6.特定個人情報の保管・消去
保管場所

<大分市の措置>
１．セキュリティ区画内にサーバー室を設置し、
静脈認証による入退室管理を行っている。
２．データの不正持込・持出禁止を規定してい
る。
３．サーバー室とデータ、プログラム等を含んだ
記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する保
管室は、
他の部屋とする。
４．入退室管理を徹底するため出入口の場所を
限定する。
５．不正アクセス行為の禁止等に関する法律に
いうアクセス制御機能としては、ユーザIDによる
識別と
パスワードによる認証、さらに認証したユーザに
対する認可機能によって、そのユーザがシステ
ム上で
利用できることを制限することで、認証（ログイ
ン）、認可（処理権限の付与）、監査（ログ運用）
を行って
いる。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
び
サーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バック
アップもデータベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
び
サーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バック
アップもデータベース上に保存される。

事前

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要
１．特定個人情報ファイル名

後期高齢者医療関連情報ファイル 給付ファイル

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
２．基本情報
④記録される項目
主な記録項目

・識別情報　　○個人番号　　○その他識別情報
（内部番号）　・連絡先等情報　○4情報(氏名、
性別、生年月日、住所)　○連絡先(電話番号等)
○その他住民票関係情報　　・業務関係情報
○地方税関係情報　○健康・医療関係情報　○
医療保険関係情報　○障害者福祉関係情報
○生活保護・社会福祉関係情報　○介護・高齢
者福祉関係情報

・識別情報　　○個人番号　　○その他識別情報
（内部番号）　・業務関係情報　○介護・高齢者
福祉関係情報

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
２．基本情報
④記録される項目
その妥当性

・個人番号：対象者を正確に特定するために記
録するもので、番号法第9条及び別表第一第59
号により利用可。
・その他識別情報（内部番号）：
　　（宛名番号・世帯番号）住民基本台帳や資格
に関する情報を管理するために記録するもの。
　　（被保険者番号）資格や保険料の賦課・徴
収、給付に関する情報を管理するために記録す
るもの。
・基本4情報、連絡先：被保険者について、通知
及び照会を行うために記録するもの。
・地方税関係情報：保険料賦課・徴収に関する
事務を行うために記録するもの。
・健康・医療関係情報：給付に関する事務を行う
ために記録するもの。
・医療保険関係情報：資格管理に関する事務を
行うために記録するもの。
・障害者福祉関係情報：障害認定に関する事務
を行うために記録するもの。
・生活保護・社会福祉関係情報：適用除外に関
する事務を行うために記録するもの。
・介護・高齢者福祉関係情報：高額医療・高額介
護合算療養費に関する事務を行うために記録
するもの。

・個人番号：対象者を正確に特定するために記
録するもので、番号法第9条及び別表第一第59
号により利用可。
・その他識別情報（内部番号）：
　　（宛名番号・世帯番号）住民基本台帳や資格
に関する情報を管理するために記録するもの。
　　（被保険者番号）資格や保険料の賦課・徴
収、給付に関する情報を管理するために記録す
るもの。

・介護・高齢者福祉関係情報：高額医療・高額介
護合算療養費に関する事務を行うために記録
するもの。

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
２．基本情報
⑤保有開始日

  平成27年10月5日 平成27年10月5日　令和3年1月以降 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
3.特定個人情報の入手・使用
①入手元

○本人又は本人の代理人　○評価実施期間内
の他部署(市民課　市民税課　長寿福祉課)　○
行政機関・独立行政法人等(日本年金機構)　○
地方公共団体・地方独立行政法人(大分県後期
高齢者医療広域連合)

○本人又は本人の代理人　○評価実施期間内
の他部署(長寿福祉課)　　○地方公共団体・地
方独立行政法人(大分県後期高齢者医療広域
連合)

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
3.特定個人情報の入手・使用
②入手方法

○紙　○電子記録媒体(フラッシュメモリを除く。)
○　専用線　○庁内連携システム　○その他(既
存住民基本台帳システム)

○紙　○　専用線　○庁内連携システム 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
3.特定個人情報の入手・使用
③使用目的

被保険者資格の管理(高齢者の医療の確保に
関する法律第50条等)、一部負担割合の判定(高
齢者の医療の確保に関する法律第67条等)や保
険料の賦課(高齢者の医療の確保に関する法律
第104条等)等の事務を行う上で、被保険者(被
保険者資格の取得予定者を含む)とその被保険
者が属する世帯構成員の所得等の情報を管理
する必要があるため。

給付に関する情報の保有、広域連合への送付、
その他給付に関する事務の実施。

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
3.特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法

１．住民基本台帳情報及び住所地特例対象者
情報の提供　広域連合に被保険者資格管理に
必要な住民基本台帳情報及び住所地特例対象
者情報を提供し、被保険者情報の提供を受け
る。
２．所得・課税情報の提供　保険料付加決定お
よび一部負担金判定に必要な所得・課税情報を
広域合に提供する。
３．特別徴収情報の管理　大分県国民健康保険
団体連合会（以下「国保連合会」という。）より送
付される特別徴収対象候補者情報を基に特別
徴収情報を管理する。特別徴収を国保連合会
に通知する。また特別徴収の開始・中止の情報
を送信及び結果通知の受信も行う。
４．賦課情報の管理及び通知　広域連合が決定
した賦課情報を管理し、保険料の期割情報の作
成を行う。また、被保険者に対し納入通知書・特
別徴収通知書にて保険料額を通知する。
５．保険料の管理　保険料の収納を行う。また、
保険料収納情報をもとに過納となった場合、被
保険者に対し還付通知を送付し保険料を還付
する。　収納情報・滞納情報を広域連合へ通知
し、徴収した保険料を広域連合へ納入する。
６．被保険者証の引渡し及び各種申請書等の受
付　被保険者証の引渡しや被保険者の資格に
関する届出並びに保険給付に関する届出の受
付をし、申請
書等を広域連合へ送付する。
７．高額医療・高額介護の情報を管理する。　高
額療養費・高額介護サービス費の情報を長寿福
祉課と連携し、高額介護合算療養費の給付管
理を行う。

　
高額医療・高額介護の情報を管理する。
　高額療養費・高額介護サービス費の情報を長
寿福祉課と連携し、高額介護合算療養費の給
付管理を行う。

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
3.特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法
情報の突合

住基情報と申請内容を突合して被保険者及び
同一世帯員を確認する。
地方税関係情報と被保険者及び同一世帯員を
突合して所得・課税額を確認する。
年金情報と保険料額を突合して特別徴収を決
定する。
介護保険情報と医療給付内容を突合して高額
介護合算情報を確認する。
住登外情報と住登外者の申請・届度内容を突
合し住登外者を確認する。

介護保険情報と医療給付内容を突合して高額
介護合算情報を確認する。 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1

システム管理・運用・操作業務委託
システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業業務

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1
①委託内容

システム管理・運用、オペレーションに係る業務
システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1
③委託先名

(株)オルゴ 情報公開請求等にて公開 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1
再委託
④再委託の有無

再委託しない 再委託する 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1
再委託
⑤再委託の許諾方法

原則として再委託は行わないこととするが、再委
託を行う場合には、委託先から再委託先の商号
または名称、住所、再委託する理由、再委託す
る業務の範囲、再委託先に関する業務の履行
能力、再委託予定金額等およびその他当市の
セキュリティーポリシー等で委託先に求めるべき
とされている情報について記載した書面による
再委託申請および再委託に関する履行体制図
の提出を受け、委託先と再委託先が秘密保持
に関する契約を締結していることなど、再委託先
における安全管理措置を確認し、決裁等必要な
手続を経た上で再委託を承認する。

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項1
再委託　　　　　　　　　　　　.
⑥再委託事項

システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業業務

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

○提供を行っている　2件　○移転を行っている
2件

○提供を行っている　1件　○移転を行っている
6件

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１
③提供する情報

地方税関係情報、住民票関係情報又は介護保
険給付関係情報であって主務省令で定めるもの

介護保険給付関係情報であって主務省令で定
めるもの

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１
⑥提供方法

○専用線　○電子記憶媒体（フラッシュメモリを
除く。）

○専用線 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先１
⑦時期・頻度

随時・日時・月次・年次連携 月次連携 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2

厚生労働大臣又は共済組合等 事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
①法令上の根拠

番号法第19条第7号 別表第二の83項 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
②提供先における用途

後期高齢者医療確保法による特別徴収の方法
による保険料の徴収又は納入に関する事務で
あって
主務省令で定めるもの

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
③提供する情報

高齢者の医療の確保に関する法律第110条に
おいて準用する介護保険法第136条第１項（同
法第140条
第3項において準用する場合を含む。）、第138
条第1項又は第141条第1項の規定により通知す
ることと
されている事項に関する情報であって主務省令
で定めるもの

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
④提供する情報の対象となる
本人の数

1万人以上10万人未満 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

特別徴収を実施または中止する被保険者の保
険料期割額

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
⑥提供方法

○専用線　○電子記憶媒体（フラッシュメモリを
除く。）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
⑦時期・頻度

月次・年次 事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先1
③移転する情報

1．資格管理業務
（1）　被保険者資格に関する届出：転入時等に
市窓口において、被保険者となる住民より入手
した届出情報
（2）　住民基本台帳情報：年齢到達により被保
険者となる住民および世帯構成員、並び既に被
保険者となっている住民および世帯構成員の住
基情報　（世帯単位）。
（3）　住登外登録情報：年齢到達により被保険
者となる住民および世帯構成員、並びに既に被
保険者となっている住民および世帯構成員の住
登外登録情報（世帯単位）。

２．賦課・収納業務
（１）　所得・課税情報：後期高齢者医療の被保
険者の保険料および一部負担割合算定に必要
な情報。
（２）　期割情報：市が実施した期割保険料の情
報。
（３）　収納情報：市が収納および還付充当した
保険料の情報。
（４）　滞納者情報：市が管理している保険料滞
納者の情報。

３．給付業務
（１）　療養費関連情報等：市で申請書等をもと
に作成した療養費情報等。

給付業務
（１）　療養費関連情報等：市で申請書等をもと
に作成した療養費情報等。

事前



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先1
⑦時期・頻度

１．資格管理業務
（１）　被保険者資格に関する届出：番号利用開
始日（平成28年1月1日）以後に届出のある都
度。
（２）　住民基本台帳情報：個人番号の付番、通
知の日（平成27年10月5日）以後に準備行為とし
て
　　一括で移転。 ：番号利用開始日（平成28年1
月1日）以後は、日次の頻度。
（３）　住登外登録情報：個人番号の付番、通知
の日（平成27年10月5日）以後に準備行為として
　　一括で移転。：番号利用開始日（平成28年1
月1日）以後は、日次の頻度。

２．賦課・収納業務
（１）　所得・課税情報：番号利用開始日（平成28
年1月1日）以後に、月次の頻度。
（２）　期割情報：番号利用開始日（平成28年1月
1日）以後に、月次の頻度。
（３）　収納情報：番号利用開始日（平成28年1月
1日）以後に、日次の頻度。
（４）　滞納者情報：番号利用開始日（平成28年1
月1日）以後に、日次の頻度。

３．給付業務
（１）　療養費関連情報等：番号利用開始日（平
成28年1月1日）以後に、月次の頻度。

給付業務
（１）　療養費関連情報等：番号利用開始日（平
成28年1月1日）以後に、月次の頻度。

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2
①法令上の根拠

番号法第9条第1項　別表第1の68項　別表第2
の93項

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
移転先2
②移転先における用途

介護保険法（平成9年法律代１２３号）による保
険給付の支給または保険料の給付に関する事
務であっ
て主務省令で定めるもの

老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）
による福祉の措置又は費用の徴収に関する事
務（番号法第9条第1項　別表第一の41の項）

事前

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先2
③移転する情報

介護保険法第２０条に規定する給付の支給に関
する情報であって主務主務省令で定めるもの

医療保険給付関係情報（医療保険各法又は高
齢者の医療の確保に関する法律による医療に
関する給付の支給又は保険料の徴収に関する
情報）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先2
④移転する情報の対象となる
本人の数

1万人以上10万人未満 10万人以上100万人未満

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先2
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

被保険者
当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先2
⑦時期・頻度

月次・年次 随時

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先3

長寿福祉課

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先3
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先3
②移転先における用途

介護保険法（平成九年法律第百二十三号）によ
る保険給付の支給又は保険料の徴収に関する
事務（番号法第9条第1項　別表第一の68の項）



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先3
③移転する情報

医療保険給付関係情報（医療保険各法又は高
齢者の医療の確保に関する法律による医療に
関する給付の支給又は保険料の徴収に関する
情報）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先3
④移転する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先3
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先3
⑥移転方法

○庁内連携システム

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先3
⑦時期・頻度

随時

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先4

生活福祉課

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先4
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先4
②移転先における用途

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）
による保護の決定及び実施、保護に要する費用
の返還又は費用の徴収に関する事務（番号法
第9条第1項　別表第一の15の項）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先4
③移転する情報

医療保険給付関係情報（医療保険各法又は高
齢者の医療の確保に関する法律による医療に
関する給付の支給又は保険料の徴収に関する
情報）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先4
④移転する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先4
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先4
⑥移転方法

○庁内連携システム



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先4
⑦時期・頻度

随時

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先5

障害福祉課

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先5
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先5
②移転先における用途

大分市障害者医療費の助成に関する条例(平成
18年大分市条例第6号)による医療費の助成に
関する事務

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先5
③移転する情報

医療保険給付関係情報（医療保険各法又は高
齢者の医療の確保に関する法律による医療に
関する給付の支給又は保険料の徴収に関する
情報）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先5
④移転する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先5
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先5
⑥移転方法

○庁内連携システム

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先5
⑦時期・頻度

随時

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先6

市民税課

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先6
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先6
②移転先における用途

個人住民税の課税・収滞納に関する事務（番号
法第9条第1項　別表第一の16の項）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先6
③移転する情報

医療保険給付関係情報（医療保険各法又は高
齢者の医療の確保に関する法律による医療に
関する給付の支給又は保険料の徴収に関する
情報）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先6
④移転する情報の対象となる
本人の数

10万人以上100万人未満



令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先6
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

当市に住所を有する被保険者（被用者保険、国
民健康保険組合、後期高齢者医療制度の被保
険者とその被扶養者等に該当しない者）

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先6
⑥移転方法

○庁内連携システム

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
(委託を伴うものを除く。)
移転先6
⑦時期・頻度

随時

令和3年1月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
6.特定個人情報の保管・消去
保管場所

<大分市の措置>
１．セキュリティ区画内にサーバー室を設置し、
静脈認証による入退室管理を行っている。
２．データの不正持込・持出禁止を規定してい
る。
３．サーバー室とデータ、プログラム等を含んだ
記録媒体及び帳票等の可搬媒体を保管する保
管室は、
他の部屋とする。
４．入退室管理を徹底するため出入口の場所を
限定する。
５．不正アクセス行為の禁止等に関する法律に
いうアクセス制御機能としては、ユーザIDによる
識別と
パスワードによる認証、さらに認証したユーザに
対する認可機能によって、そのユーザがシステ
ム上で
利用できることを制限することで、認証（ログイ
ン）、認可（処理権限の付与）、監査（ログ運用）
を行って
いる。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
び
サーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バック
アップもデータベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
び
サーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バック
アップもデータベース上に保存される。

事前

令和3年1月1日
(別添1)特定個人情報ファイル
記録項目
資格関連情報

≪宛名番号≫
＜資格関連情報＞
住民基本台帳情報　外国人登録情報　住登外
登録情報　混合世帯情報　障害認定申請情報
負担区分判定対象情報　個人異動情報
適用除外者情報　被保険者　被保険者世代管
理　被保険者履歴　老人保健情報　負担区分根
拠情報　基準収入額申請世帯情報
負担区分一時記憶ＷＫ　個人情報変更履歴情
報　負担区分判定登録抑止対象情報　扶養控
除候補者情報　マイナンバー設定候補者ＷＫ
＜共通情報＞
稼働ログ管理

≪被保険者情報≫
＜資格関連情報＞
障害認定申請情報　個人異動情報　適用除外
者情報　被保険者　被保険者世代管理　被保険
者履歴　証発行管理　送付先情報
負担区分世帯番号情報　負担区分根拠情報
一部負担金減免申請情報　標準負担額減額認
定情報　標準負担額減額入院情報
特定疾病認定申請情報　負担区分一時記憶Ｗ
Ｋ　過去被保険者番号情報　加入保険者情報
被扶養者障害特定疾病証明書情報
個人情報変更履歴情報　短期証資格証候補者
情報　追加情報該当者　参照用負担区分情報
扶養控除候補者情報
＜共通情報＞
稼働ログ管理

資格関連情報
◆被保険者台帳
後期保険者番号,被保険者番号,異動事由,異動
年月日,資格取得事由コード,資格取得年月日,資
格喪失事由コード,資格喪失年月日,保険者番号
適用開始年月日,保険者番号適用終了年月日,
管理元市町村コード,被保険者個人番号,個人区
分コード,住基ネット個人番号,住基世帯番号,後
期世帯番号,都道府県コード,市町村コード,町名
コード,氏名（カナ）,通称名（カナ）,氏名（漢字）,通
称名（漢字）,本名通称名区分コード,氏名（英字）,
併記用氏名（漢字）,氏名分類コード,生年月日年
号コード,生年月日,性別コード,都道府県名（漢
字）,市町村名（漢字）,住所（漢字）,番地（漢字）,
方書（漢字）,住所（漢字）連結,親郵便番号,子郵
便番号,電話番号,転入元市町村名（漢字）,番地
区分コード,番地,号番号,枝番号,行政区コード,方
書（カナ）,市内外区分コード,構成識別コード,政
令広域コード,地方公共団体コード,外国人在留
開始年月日,外国人在留終了年月日,外国人在
留資格コード,寝たきりフラグ,無医地区フラグ,居
所不明フラグ,

事前



≪宛名番号≫
＜給付関連情報＞
給付記録管理　葬祭費(その他支給)　高額療養
費支給管理　特別療養費支給　給付制限個人
管理　高額療養費清算管理
エラーレセプト　再審査レセプト　当月レセプト
療養費支給　被保険者月別資格日数　高額介
護合算療養費等支給申請書情報
＜共通情報＞
稼働ログ管理
≪被保険者情報≫
＜給付関連情報＞
給付記録管理　高額療養費支給　葬祭費(その
他支給)　高額療養費支給管理　特別療養費支
給　口座　給付制限個人管理
給付制限レセプト管理　高額療養費清算管理
エラーレセプト　支給管理　高額該当管理　再審
査レセプト　当月レセプト　療養費支給
被保険者月別資格日数　レセプト負担区分管理
高額介護合算療養費等支給申請書情報　自己
負担額証明情報
高額療養費特別支給金支給管理　特定疾患連
絡対象者管理　突合レセプト増減情報　突合査
定結果情報
後発医薬品差額通知送付情報　給付制限追加
情報　一定点数超過管理セットアップ　一定点
数超過管理

＜共通情報＞
稼働ログ管理

給付関連情報
給付記録管理　高額療養費支給　葬祭費(その
他支給)　高額療養費支給管理　特別療養費支
給　口座　給付制限個人管理
給付制限レセプト管理　高額療養費清算管理
エラーレセプト　支給管理　高額該当管理　再審
査レセプト　当月レセプト　療養費支給
被保険者月別資格日数　レセプト負担区分管理
高額介護合算療養費等支給申請書情報　自己
負担額証明情報
高額療養費特別支給金支給管理　特定疾患連
絡対象者管理　突合レセプト増減情報　突合査
定結果情報
後発医薬品差額通知送付情報　給付制限追加
情報　一定点数超過管理セットアップ　一定点
数超過管理

令和3年1月1日
(別添1)特定個人情報ファイル
記録項目
賦課関連情報

≪宛名番号≫
＜賦課・収納関連情報＞
賦課世帯管理　所得情報　資格異動ログ
＜共通情報＞
稼働ログ管理
≪被保険者情報≫
＜賦課・収納関連情報＞
賦課情報　賦課世帯管理　市町村別賦課情報
所得情報　保険料減免管理情報　賦課対象情
報　資格異動ログ
実態調査用被保険者番号管理　期割収納情報
収納履歴　滞納情報　徴収猶予　徴収猶予内訳
期割収納削除情報　収納削除履歴
滞納削除情報　徴収猶予削除　徴収猶予内訳
削除　＜共通情報＞
稼働ログ管理

賦課関連情報　　後期保険者番号,相当年度,被
保険者番号,賦課管理番号,徴収方法区分コード,
賦課年月日,市区町村別保険料額,通知書通知
理由コード,賦課結果コード,前回徴収方法区分
コード,納入通知書発行年月日,回付情報各種年
月日,特別徴収依頼作成年月日,特別徴収中止
区分コード,特別徴収中止事由コード,特別徴収
中止依頼作成年月日,特別徴収中止通知書発
行年月日,仮徴収額変更年月日,仮徴収額変更
依頼作成年月日,仮徴収額変更通知書発行年
月日,年額情報相当年度,年額情報履歴通番,広
域Ｉ／Ｆ抽出年月日,行政区コード,構成識別コー
ド,政令広域コード,更正操作者コード,更新画面
備考領域,年金情報固有番号,普徴事由,

事前

令和3年1月1日
(別添1)特定個人情報ファイル
記録項目
収納関連情報

≪宛名番号≫
＜賦課・収納関連情報＞
賦課世帯管理　所得情報　資格異動ログ
＜共通情報＞
稼働ログ管理
≪被保険者情報≫
＜賦課・収納関連情報＞
賦課情報　賦課世帯管理　市町村別賦課情報
所得情報　保険料減免管理情報　賦課対象情
報　資格異動ログ
実態調査用被保険者番号管理　期割収納情報
収納履歴　滞納情報　徴収猶予　徴収猶予内訳
期割収納削除情報　収納削除履歴
滞納削除情報　徴収猶予削除　徴収猶予内訳
削除　＜共通情報＞
稼働ログ管理

収納関連情報
後期保険者番号,賦課年度,相当年度,徴収方法
区分コード,期別番号,賦課管理番号,被保険者番
号,調定後期割額,期割額,納付書発行年月日,納
付書発行回数,口座振替作成年月日,納付証明
書発行年月日,調定後納期限年月日,納期限年
月日,収納未済額,収納済額,領収年月日,収納年
月日,分納回数,督促催告不要コード,延滞金調定
額,延滞金累計額,延滞金済額,督促手数料調定
額,督促手数料済額,滞納処理区分コード,徴収猶
予区分コード,徴収猶予申請年月日,徴収猶予後
納期限年月日,納付誓約年月日,納付誓約後納
期限年月日,納付誓約書発行年月日,過誤納処
理区分コード,過誤納額,還付額,充当額,被充当
額,不納欠損年月日,不納欠損事由コード,不納欠
損額,滞納繰越年数,繰越時期割額,繰越時収納
額,繰越額,過年繰越時期割額,過年繰越時収納
額,過年繰越額,過々年繰越時期割額,過々年繰
越時収納額,過々年繰越額,再振替処理区分
コード,行政区コード,構成識別コード,政令広域
コード,納期限変更理由コード,納期限変更処理
年月日,
後期保険者番号,賦課年度,相当年度,賦課管理
番号,徴収方法区分コード,期別番号,被保険者番
号,収納済コード,督促状発行年月日,督促状納期
限年月日,督促状発行抑止済フラグ,督促状公示
送達年月日,催告書発行年月日,催告納期限年
月日,処分内容コード,処分開始年月日,処分終了
年月日,不納欠損保留処理区分コード,時効起算
年月日,時効起算年月日区分コード,時効完成年
月日,不納欠損年月日,行政区コード,構成識別
コード

事前

令和3年1月1日
Ⅲリスク対策
1.特定個人情報ファイル名

後期高齢者医療情報ファイル
資格ファイル　賦課ファイル　収納滞納ファイル
給付ファイル

事前

令和3年1月1日
(別添1)特定個人情報ファイル
記録項目
給付関連情報

事前



令和3年9月1日

Ⅰ　基本情報
5．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

１．情報提供
（１）　番号法第19条第7号　別表第二の80、82、
83の項
（２）　番号法別表第二の主務省令で定める事務
及び情報を定める命令（平成26年12月12日内
閣府・総務省令第7号）　第43号
※番号法別表第二　83の項に係る主務省令は
未制定。

２．情報照会
（１）　番号法第19条第7号　別表第二の82の項
※番号法別表第二　82の項に係る主務省令は
未制定。

１．情報提供
（１）　番号法第19条第8号　別表第二の80、82、
83の項
（２）　番号法別表第二の主務省令で定める事務
及び情報を定める命令（平成26年12月12日内
閣府・総務省令第7号）　第43号
※番号法別表第二　83の項に係る主務省令は
未制定。

２．情報照会
（１）　番号法第19条第8号　別表第二の82の項
※番号法別表第二　82の項に係る主務省令は
未制定。

事前 事前通知事項

事前

・後期高齢者医療事務関係職員（臨時職員等を
含む。）に対して、初任時及び一定期間毎に、必
要な知識の習得に資するための研修を実施す

る。
・違反行為を行ったものに対しては、都度指導

の上、違反行為の程度によっては懲戒の対象と
なりうる。

・後期高齢者医療事務関係職員（臨時職員等を
含む。）に対して、初任時及び一定期間毎に、必
要な知識の習得に資するための研修を実施す
る。
・後期高齢者医療事務関係職員（臨時職員等を
含む。）に対してｅ-ラーニングによるセキュリティ
教育を毎年実施する。
・違反行為を行ったものに対しては、都度指導
の上、違反行為の程度によっては懲戒の対象と
なりうる。

事前令和3年1月1日

Ⅲリスク対策
9.従業員に対する教育・啓発
従業員に対する教育・啓発
具体的な方法

令和3年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(資格ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先1
①法令上の根拠

番号法第19条第7号 別表第二の80項 番号法第19条第8号 別表第二の80項 事前 事前通知事項

令和3年1月1日

Ⅲリスク対策
6.情報提供ネットワークシステ
ムとの接続
リスク2：不正な提供が行われ
るリスク
リスクに対する措置の内容

・既存国民健康保険システムからは中間サーバ
を設け直接情報提供ネットワークとは接続しな
い。
・団体内統合宛名システムでは、ユーザＩＤによ
る認証と認可機能により、そのユーザがシステ
ム上で利用可能な機能を制限することで、不正
利用が行えない対策を実施する。

・既存後期高齢者医療システムからは中間サー
バを設け直接情報提供ネットワークとは接続し
ない。
・団体内統合宛名システムでは、ユーザＩＤによ
る認証と認可機能により、そのユーザがシステ
ム上で利用可能な機能を制限することで、不正
利用が行えない対策を実施する。

事前

令和3年1月1日
Ⅴ評価実施手続
1.基礎項目評価
①実施日

  平成29年5月17日 事前

令和3年1月1日
Ⅲリスク対策
7.特定個人情報の保管・消去
その他の措置の内容

◆物理的対策
＜大分市における措置＞
・特定個人情報を保管するサーバ設置場所に
は、入退室管理を行っている。
・特定個人情報を保管したPCは、セキュリティワ
イヤにより盗難防止を行い、特定個人情報を扱
う職員が離席する際には、パスワード付きスク
リーンセーバーを利用している。
・特定個人情報を保管した媒体の運用ルールを
定め、遵守している。

◆技術的対策
＜大分市における措置＞
・ウィルス対策ソフトを導入し、定期的にパターン
ファイルの更新を行っている。
・定期的に当該ファイルの改ざんの有無を検査
している。
・外部ネットワークから受信したファイルは、イン
ターネットのゲートウェイにおいてコンピュータウ
イルス等の不正プログラムのチェックを行い、不
正プログラムのシステムへの侵入を防止してい
る。
・必要に応じ他のネットワーク及び情報システム
と物理的に分離する措置を講じている。

事前

令和3年1月1日

Ⅲリスク対策
7.特定個人情報の保管・消去
特定個人情報の保管・消去に
おけるその他のリスク及びそ
のリスクに対する措置

　
　
・特定個人情報が古い情報のまま保管され続け
るリスクに対する措置
　基本的に異動届等に基づき、更新を実施して
いるが、情報に誤りがある場合は、職権により
修正を行っている。

・特定個人情報が消去されずいつまでも存在す
るリスクに対する措置
　特定個人情報の消去にあたっては、消去の必
要性があれば、業務責任者の承認を得た上で
実施する。



令和4年7月4日
Ⅴ　評価実施手続
1.基礎項目評価
①実施日

  令和1年10月17日   令和4年7月4日 事後 軽微な修正のため

令和4年3月8日

Ⅰ　基本情報
5．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

１．情報提供
（１）　番号法第19条第7号　別表第二の80、82、
83の項
（２）　番号法別表第二の主務省令で定める事務
及び情報を定める命令（平成26年12月12日内
閣府・総務省令第7号）　第43号
※番号法別表第二　83の項に係る主務省令は
未制定。

２．情報照会
（１）　番号法第19条第7号　別表第二の82の項
※番号法別表第二　82の項に係る主務省令は
未制定。

１．情報提供
（１）　番号法第19条第7号　別表第二の80、82、
83の項
（２）　番号法別表第二の主務省令で定める事務
及び情報を定める命令（平成26年12月12日内
閣府・総務省令第7号）　第43号
※番号法別表第二　83の項に係る主務省令は
未制定。

２．情報照会
（１）　番号法第19条第7号　別表第二の82の項

事前 事前通知事項

令和3年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(給付ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先1
①法令上の根拠

番号法第19条第７号 別表第二の80項 番号法第19条第8号 別表第二の80項 事前 事前通知事項

令和4年7月4日

Ⅰ　基本情報
２．特定個人情報を取り扱う事
務において使用するシステム
システム１
②システムの機能

３．徴収機能
（１）　収納を管理する機能（領収通知書、口座
振替、特別徴収結果）
（２）　過誤納付金を管理する機能
（３）　決算処理（日次、月次、本決算、滞納繰
越）
（４）　保険料納付証明書の発行を管理する機能
（５）　還付金振込口座、保険料引落口座情報を
管理する機能
（６）　標準システムと期割情報・収納情報、滞納
情報を連携する機能

４．宛名機能
（１）　資格、賦課、徴収に係る宛名を管理する
機能

３．徴収機能
（１）　収納を管理する機能（領収済通知書、口
座振替、特別徴収結果）
（２）　過誤納付金を管理する機能
（３）　決算処理（日次、月次、本決算、滞納繰
越）
（４）　保険料納付証明書の発行を管理する機能
（５）　還付金振込口座、保険料引落口座情報を
管理する機能
（６）　標準システムと期割情報・収納情報、滞納
情報を連携する機能

４．宛名機能
（１）　資格、賦課、徴収に係る宛名を管理する
機能

事後 軽微な修正のため

令和7年1月31日

Ⅰ基本情報
１．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務
②事務の内容

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年8
月17日法律第80号）に基づき、被保険者の資格
管理、被保険者への保険給付管理、保険料賦
課管理、収納・滞納管理に関する被保険者の登
録、申請及び届出の受付、納付書、督促状、催
告書の発行等の事務を行っている。
高齢者の医療の確保に関する法律及び行政手
続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律（平成25年5月31日法律
第27号。以下「番号法」という。）の規定に従い、
特定個人情報を以下の事務で取り扱う。

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年
法律第80号）に基づき、被保険者の資格管理、
被保険者への保険給付管理、保険料賦課管
理、収納・滞納管理に関する被保険者の登録、
申請及び届出の受付、納付書、督促状、催告書
の発行等の事務を行っている。
高齢者の医療の確保に関する法律及び行政手
続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。
以下「番号利用法」という。）の規定に従い、特
定個人情報を以下の事務で取り扱う。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和3年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先1
①法令上の根拠

番号法第19条第7号 別表第二の80項 番号法第19条第8号 別表第二の80項 事前 事前通知事項

令和3年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(賦課ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先2～5
提供先2
①法令上の根拠

番号法第19条第7号 別表第二の83項 番号法第19条第8号 別表第二の83項 事前 事前通知事項

令和3年9月1日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの
概要　(収納ファイル)
5.特定個人情報の提供・移転
（委託に伴うものを除く。）
提供先1
①法令上の根拠

番号法第19条第７号 別表第二の80項 番号法第19条第8号 別表第二の80項 事前 事前通知事項



令和7年1月31日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム２
①システムの名称

３．給付業務
（１）　医療給付に関する申請及び届出の受付並
びに証明書の引渡し及び返還の受付書の引渡
し及び返還の受付。

３．給付業務
（１）　医療給付に関する申請及び届出の受付並
びに証明書の引渡し及び返還の受付書の引渡
し及び返還の受付。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

大分県後期高齢者医療広域連合電算処理シス
テム（以下、「標準システム」という。）
※標準システムは、広域連合に設置される標準
システムサーバー群と、構成市町村に設置され
る窓口端末で構成される。

大分県後期高齢者医療広域連合電算処理シス
テム
※標準システムは、広域連合に設置される標準
システムサーバー群と、市区町村に設置される
窓口端末で構成される。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム１
②システムの機能

３．徴収機能
（１）　収納を管理する機能（領収済通知書、口
座振替、特別徴収結果）
（２）　過誤納付金を管理する機能
（３）　決算処理（日次、月次、本決算、滞納繰
越）
（４）　保険料納付証明書の発行を管理する機能
（５）　還付金振込口座、保険料引落口座情報を
管理する機能
（６）　標準システムと期割情報・収納情報、滞納
情報を連携する機能

４．宛名機能
（１）　資格、賦課、徴収に係る宛名を管理する
機能

３．徴収機能
（１）　収納を管理する機能（領収済通知書、口
座振替、特別徴収結果）
（２）　過誤納付金を管理する機能
（３）　決算処理（日次、月次、本決算、滞納繰
越）
（４）　保険料納付証明書の発行を管理する機能
（５）　還付金振込口座、保険料引落口座情報を
管理する機能
（６）　標準システムと期割情報・収納情報、滞納
情報を連携する機能

４．宛名機能
（１）　資格、賦課、徴収に係る宛名を管理する
機能

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

Ⅰ基本情報
１．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務
②事務の内容

１．資格管理業務
（１）　被保険者証の引渡し及び各種申請書等の
受付
　・被保険者証の引渡しや住民から個人番号が
記入された被保険者の資格に関する届出を受
け付け、申請書等を広域連合へ送付する。
（２）　住民基本台帳情報等の提供、被保険者資
格の異動
　・広域連合に被保険者資格管理に必要な住民
基本台帳情報等を送付し、被保険者情報の提
供を受ける。

１．資格管理業務
（１）　被保険者証の引渡し及び各種申請書等の
受付
　・被保険者証の引渡しや住民から個人番号が
記入された被保険者の資格に関する届出を受
け付け、申請書等を広域連合へ送付する。
（２）　住民基本台帳情報等の提供、被保険者資
格の異動
　・広域連合に被保険者資格管理に必要な住民
基本台帳情報等を送付し、被保険者情報の提
供を受ける。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム１
①システムの名称

後期高齢者医療システム 後期高齢者医療事務支援システム 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム１
②システムの機能

１．資格機能
（１）　64歳以上の住民及び同一世帯員情報を
大分県後期高齢者医療広域連合電算処理シス
テム（以下、「標準システム」という。）に提供する
機能
（２）　標準システムから提供された被保険者情
報を管理する機能
（３）　住所地特例情報を標準システムに提供す
る機能
（４）　標準システムと被保険者資格情報を連携
する機能

２．賦課機能
（１）　賦課期日時点の被保険者及び同一世帯
員の所得・課税情報を標準システムに提供する
機能
（２）　標準システムから提供された賦課情報を
管理する機能
（３）　保険料期割情報を管理する機能
（４）　特別徴収情報を管理する機能
（５）　標準システムと賦課情報を連携する機能

１．資格機能
（１）　64歳以上の住民及び同一世帯員情報を
大分県後期高齢者医療広域連合電算処理シス
テム（以下、「標準システム」という。）に提供する
機能
（２）　標準システムから提供された被保険者情
報を管理する機能
（３）　住所地特例情報を標準システムに提供す
る機能
（４）　標準システムと被保険者資格情報を連携
する機能

２．賦課機能
（１）　賦課期日時点の被保険者及び同一世帯
員の所得・課税情報を標準システムに提供する
機能
（２）　標準システムから提供された賦課情報を
管理する機能
（３）　保険料期割情報を管理する機能
（４）　特別徴収情報を管理する機能
（５）　標準システムと保険料期割情報を連携す
る機能

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

Ⅰ基本情報
１．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務
②事務の内容

２．賦課・収納業務
（１）　保険料賦課情報管理
　・広域連合に保険料賦課決定及び一部負担金
判定に必要な所得・課税情報を送付する。
　・広域連合が決定した賦課情報を管理し、保
険料の期割情報の作成を行う。また、被保険者
に対し賦課決定通知書兼納入通知書を送付す
る。
　・特別徴収対象候補者情報を基に特別徴収情
報を管理する。特別徴収の場合は、年金保険者
に徴収依頼を実施する。また、特別徴収の開
始・中止の情報を送信及び結果通知の受信も
行う。
（２）　保険料収納・滞納管理
　・保険料の収納を行う。また、保険料収納情報
を基に過納となった場合、被保険者に対し還付
通知を送付し保険料を還付する。
　・収納情報・滞納情報を広域連合へ通知し、徴
収した保険料広域連合へ納入する。
　・保険料の滞納整理を行う。滞納に対して督促
状や催告書を発行する。

２．賦課・収納業務
（１）　保険料賦課情報管理
　・広域連合に保険料賦課決定及び一部負担金
判定に必要な所得・課税情報を送付する。
　・広域連合が決定した賦課情報を管理し、保
険料の期割情報の作成を行う。また、被保険者
に対し賦課決定通知書兼納入通知書を送付す
る。
　・特別徴収対象候補者情報を基に特別徴収情
報を管理する。特別徴収の場合は、年金保険者
に徴収依頼を実施する。また、特別徴収の開
始・中止の情報を送信及び結果通知の受信も
行う。
（２）　保険料収納・滞納管理
　・保険料の収納を行う。また、保険料収納情報
を基に過納となった場合、被保険者に対し還付
通知を送付し保険料を還付する。
　・収納情報・滞納情報を広域連合へ通知し、徴
収した保険料広域連合へ納入する。
　・保険料の滞納整理を行う。滞納に対して督促
状や催告書を発行する。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

Ⅰ基本情報
１．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務
②事務の内容



事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日
Ⅰ基本情報
４．法令上緒の根拠

（１）　番号法第9条第1項　別表第一の59の項
（２）　番号法別表第一の主務省令で定める事務
を定める命令（平成26年9月10日内閣府・総務
省令第5号）　第46条

番号利用法第9条第1項　別表85の項 事後
重要な変更に当たらない変更
（番号利用法改正に伴う変更）

令和7年1月31日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム２
②システムの機能

　１．資格管理業務
（１）被保険者証の交付申請
　市の窓口端末へ入力された被保険者資格等
に関する届出情報を基に、広域連合の標準シス
テムにおいて受付・審査・決定を行い、広域連合
が被保険者証等を発行する。その結果は広域
連合から市の窓口端末へ配信される。
（２）住民基本台帳等の取得
　市の窓口端末のオンラインファイル連携機能
を用いて、住民票の異動に関する情報を広域連
合の標準システムへ送信し、広域連合の標準シ
ステム内でも同情報を管理する。
（３）被保険者資格の異動
　（２）により市の窓口端末から広域連合の標準
システムに送信された住民に関する情報によ
り、広域連合が被保険者資格に関する審査・決
定を行い、広域連合の標準システムより被保険
者情報等を当市の窓口端末へ配信する。

１．資格管理業務
（１）被保険者証の交付申請
　市区町村の窓口端末へ入力された被保険者
資格等に関する届出情報を基に、広域連合の
標準システムにおいて受付・審査・決定を行い、
広域連合が被保険者証等を発行する。
その結果は広域連合から市区町村の窓口端末
へ配信される。
（２）住民基本台帳等の取得
　市区町村の窓口端末のオンラインファイル連
携機能を用いて、住民票の異動に関する情報を
広域連合の標準システムへ送信し、広域連合の
標準システム内でも同情報を管理する。
（３）被保険者資格の異動
　（２）により市区町村の窓口端末から広域連合
の標準システムに送信された住民に関する情報
により、広域連合が被保険者資格に関する審
査・決定を行い、広域連合の標準システムより
被保険者情報等を市区町村の窓口端末へ配信
する。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム２
②システムの機能

２．賦課・収納業務
（１）保険料賦課
　市の窓口端末のオンラインファイル連携機能
を用いて、個人住民税等に関するデータを広域
連合標準システムへ送信し、広域連合の標準シ
ステム内でも同情報を管理する。　広域連合の
標準システムで賦課計算を行い、保険料賦課額
を決定し、保険料情報等のデータを市の窓口端
末へ配信する。
（２）保険料収納管理
　市の窓口端末のオンラインファイル連携機能
を用いて、保険料収納に関する情報等のデータ
を広域連合の標準システムへ送信し、広域連合
の標準システム内でも同情報を管理する。

３．給付業務
　市の窓口端末を用いて、療養費支給申請に関
するデータを広域連合の標準システムへ送信
し、広域連合の標準システムにおいて当該情報
を用いて療養費支給決定を行い、療養費支給
決定通知情報等のデータを市の窓口端末へ配
信する。

※　オンラインファイル連携機能とは、市の窓口
端末のWebブラウザを用いて、各種ファイルを広
域連合の標準システムサーバーに送信する機
能と、広域連合の標準システムサーバー内に格
納されている各種ファイルや帳票等を市の窓口
端末に配信する機能のことをいう。

２．賦課・収納業務
（１）保険料賦課
　市区町村の窓口端末のオンラインファイル連
携機能を用いて、個人住民税等に関するデータ
を広域連合標準システムへ送信し、広域連合の
標準システム内でも同情報を管理する。
　広域連合の標準システムで賦課計算を行い、
保険料賦課額を決定し、保険料情報等のデータ
を市区町村の窓口端末へ配信する。
（２）保険料収納管理
　市区町村の窓口端末のオンラインファイル連
携機能を用いて、保険料収納に関する情報等
のデータを広域連合の標準システムへ送信し、
広域連合の標準システム内でも同情報を管理
する。

３．給付業務
　市区町村の窓口端末を用いて、療養費支給申
請に関するデータを広域連合の標準システムへ
送信し、広域連合の標準システムにおいて当該
情報を用いて療養費支給決定を行い、療養費
支給決定通知情報等のデータを市区町村の窓
口端末へ配信する。

※　オンラインファイル連携機能とは、市区町村
の窓口端末のWebブラウザを用いて、各種ファ
イルを広域連合の標準システムサーバーに送
信する機能と、広域連合の標準システムサー
バー内に格納されている各種ファイルや帳票等
を市区町村の窓口端末に配信する機能のことを
いう。

令和7年1月31日

Ⅰ基本情報
５．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

１．情報提供
（１）　番号法第19条第8号　別表第二の80、82、
83の項
（２）　番号法別表第二の主務省令で定める事務
及び情報を定める命令（平成26年12月12日内
閣府・総務省令第7号）　第43号
※番号法別表第二　83の項に係る主務省令は
未制定。

２．情報照会
（１）　番号法第19条第8号　別表第二の82の項

１．情報提供
　番号利用法第19条第8号に基づく主務省令第
2条の表115の項

２．情報照会
　番号利用法第19条第8号に基づく主務省令第
2条の表117の項

事後
重要な変更に当たらない変更
（番号利用法改正に伴う変更）

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
２．基本情報
⑤保有開始日

平成27年10月5日 令和3年1月以降 平成27年10月5日 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
④再委託の有無

再委託する 再委託しない 事後
重要な変更に当たらない変更
（リスクを軽減させる変更）

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
⑤再委託の許諾方法

再委託を行う場合には、委託先から再委託先の
商号または名称、住所、再委託する理由、再委
託する業務の範囲、再委託先に関する業務の
履行能力、再委託予定金額等およびその他当
市のセキュリティーポリシー等で委託先に求め
るべきとされている情報について記載した書面
による再委託申請および再委託に関する履行
体制図の提出を受け、委託先と再委託先が秘
密保持に関する契約を締結していることなど、再
委託先における安全管理措置を確認し、決裁等
必要な手続を経た上で再委託を承認する。

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない



令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
提供先１
①法令上の根拠
②提供先における用途
③提供する情報
④提供する情報の対象となる
本人の数
⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲
⑥提供方法
⑦時期・頻度

後期高齢者広域連合
①番号法第19条第8号　別表第二の80の項
②高齢者の医療の確保に関する法律による後
期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴収に
関する事務であって主務省令で定めるもの
③住民票関係情報であって主務省令で定めるも
の
④10万人以上100万人未満
⑤被保険者及び同一世帯員並びに被保険者及
び同一世帯員であったものの一部
⑥専用線、フラッシュメモリ
⑦日次連絡

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

［〇］提供を行っている　（１）件
［〇］移転を行っている　（６）件

［　］提供を行っている　（０）件
［〇］移転を行っている　（６）件

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先２
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
⑥再委託事項

システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業業務

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
提供・移転の有無

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先４
②移転先における用途

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）
による保護の決定及び実施、保護に要する費用
の返還又は費用の徴収に関する事務（番号法
第9条第1項　別表第一の15の項）

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）
による保護の決定及び実施、保護に要する費用
の返還又は費用の徴収に関する事務（番号利
用法第9条第1項　別表の23の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先５
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先２
②移転先における用途

老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）
による福祉の措置又は費用の徴収に関する事
務（番号法第9条第1項　別表第一の41の項）

老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）
による福祉の措置又は費用の徴収に関する事
務（番号利用法第9条第1項　別表の61の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先３
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先３
②移転先における用途

介護保険法（平成九年法律第百二十三号）によ
る保険給付の支給又は保険料の徴収に関する
事務（番号法第9条第1項　別表第一の68の項）

介護保険法（平成九年法律第百二十三号）によ
る保険給付の支給又は保険料の徴収に関する
事務（番号利用法第9条第1項　別表の100の
項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託の有無

委託する（２）件 委託する（１）件 事後
重要な変更に当たらない変更
（リスクを軽減させる変更）

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
２．基本情報
⑤保有開始日

平成27年10月5日　令和3年1月以降 平成27年10月5日 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先５
②移転先における用途

個人住民税の課税・収滞納に関する事務（番号
法第9条第1項　別表第一の16の項）

個人住民税の課税・収滞納に関する事務（番号
利用法第9条第1項　別表の24の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（１）資格ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先４
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例



事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
提供・移転の有無

［〇］提供を行っている（２）件
［〇］移転を行っている（５）件

［　］提供を行っている（０）件
［〇］移転を行っている（５）件

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
④再委託の有無

再委託する 再委託しない 事後
重要な変更に当たらない変更
（リスクを軽減させる変更）

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
⑤再委託の許諾方法

再委託を行う場合には、委託先から再委託先の
商号または名称、住所、再委託する理由、再委
託する業務の範囲、再委託先に関する業務の
履行能力、再委託予定金額等およびその他当
市のセキュリティーポリシー等で委託先に求め
るべきとされている情報について記載した書面
による再委託申請および再委託に関する履行
体制図の提出を受け、委託先と再委託先が秘
密保持に関する契約を締結していることなど、再
委託先における安全管理措置を確認し、決裁等
必要な手続を経た上で再委託を承認する。

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
⑥再委託事項

老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）
による福祉の措置又は費用の徴収に関する事
務（番号利用法第9条第1項　別表の61の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先３
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先３
②移転先における用途

介護保険法（平成九年法律第百二十三号）によ
る保険給付の支給又は保険料の徴収に関する
事務（番号法第9条第1項　別表第一の68の項）

介護保険法（平成九年法律第百二十三号）によ
る保険給付の支給又は保険料の徴収に関する
事務（番号利用法第9条第1項　別表の100の
項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
提供先１
①法令上の根拠
②提供先における用途
③提供する情報
④提供する情報の対象となる
本人の数
⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲
⑥提供方法
⑦時期・頻度

後期高齢者広域連合
①番号法第19条第8号　別表第二の80の項
②高齢者の医療の確保に関する法律による後
期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴収に
関する事務であって主務省令で定めるもの
③地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の
④10万人以上100万人未満
⑤被保険者及び同一世帯員並びに被保険者及
び同一世帯員であったものの一部
⑥専用線、フラッシュメモリ
⑦月次連絡

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
提供先２
①法令上の根拠
②提供先における用途
③提供する情報
④提供する情報の対象となる
本人の数
⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲
⑥提供方法
⑦時期・頻度

厚生労働大臣又は共済組合等
①番号法第19条第8号 別表第二の83項
②後期高齢者医療確保法による特別徴収の方
法による保険料の徴収又は納入に関する事務
であって主務省令で定めるもの
③高齢者の医療の確保に関する法律第110条
において準用する介護保険法第136条第１項
（同法第140条第3項において準用する場合を含
む。）、第138条第1項又は第141条第1項の規定
により通知することとされている事項に関する情
報であって主務省令で定めるもの
④1万人以上10万人未満
⑤特別徴収を実施または中止する被保険者の
保険料期割額
⑥専用線、電子記録媒体
⑦月次・年次

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先２
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業業務

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先２
②移転先における用途



令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
⑤再委託の許諾方法

原則として再委託は行わないこととするが、再委
託を行う場合には、委託先から再委託先の商号
または名称、住所、再委託する理由、再委託す
る業務の範囲、再委託先に関する業務の履行
能力、再委託予定金額等およびその他当市の
セキュリティーポリシー等で委託先に求めるべき
とされている情報について記載した書面による
再委託申請および再委託に関する履行体制図
の提出を受け、委託先と再委託先が秘密保持
に関する契約を締結していることなど、再委託先
における安全管理措置を確認し、決裁等必要な
手続を経た上で再委託を承認する。

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
⑥再委託事項

システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業業務

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）
による保護の決定及び実施、保護に要する費用
の返還又は費用の徴収に関する事務（番号法
第9条第1項　別表第一の15の項）

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）
による保護の決定及び実施、保護に要する費用
の返還又は費用の徴収に関する事務（番号利
用法第9条第1項）　別表の23の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

平成27年10月5日　令和3年1月以降 平成27年10月5日

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先５
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

再委託する 再委託しない 事後
重要な変更に当たらない変更
（リスクを軽減させる変更）

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
３．特定個人情報の入手・使
用
②入手方法

紙、フラッシュメモリ、専用線、庁内連携システム
紙、フラッシュメモリ、専用線、庁内連携システ
ム、情報提供ネットワークシステム

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
２．基本情報
⑤保有開始日

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先４
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先４
②移転先における用途

個人住民税の課税・収滞納に関する事務（番号
法第9条第1項　別表第一の16の項）

個人住民税の課税・収滞納に関する事務（番号
利用法第9条第1項　別表第一の24の項）

令和7年1月31日

（２）賦課ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先５
②移転先における用途

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
④再委託の有無

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項２
④再委託の有無

再委託する 再委託しない 事後
重要な変更に当たらない変更
（リスクを軽減させる変更）

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項２
⑤再委託の許諾方法

原則として再委託は行わないこととするが、再委
託を行う場合には、委託先から再委託先の商号
または名称、住所、再委託する理由、再委託す
る業務の範囲、再委託先に関する業務の履行
能力、再委託予定金額等およびその他当市の
セキュリティーポリシー等で委託先に求めるべき
とされている情報について記載した書面による
再委託申請および再委託に関する履行体制図
の提出を受け、委託先と再委託先が秘密保持
に関する契約を締結していることなど、再委託先
における安全管理措置を確認し、決裁等必要な
手続を経た上で再委託を承認する。

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項２
⑥再委託事項

システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業業務

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない



令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
提供先１
①法令上の根拠
②提供先における用途
③提供する情報
④提供する情報の対象となる
本人の数
⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲
⑥提供方法
⑦時期・頻度

後期高齢者広域連合
①番号法第19条第8号　別表第二の80の項
②高齢者の医療の確保に関する法律による後
期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴収に
関する事務であって主務省令で定めるもの
③地方税関係情報であって主務省令で定めるも
の
④10万人以上100万人未満
⑤被保険者及び同一世帯員並びに被保険者及
び同一世帯員であったものの一部
⑥専用線、フラッシュメモリ
⑦日次連絡

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先２
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
２．基本情報
④記録される項目
その妥当性

・個人番号：対象者を正確に特定するために記
録するもので、番号法第9条及び別表第一第59
号により利用可。
・その他識別情報（内部番号）：
　　（宛名番号・世帯番号）住民基本台帳や資格
に関する情報を管理するために記録するもの。
　　（被保険者番号）資格や保険料の賦課・徴
収、給付に関する情報を管理するために記録す
るもの。

・介護・高齢者福祉関係情報：高額医療・高額介
護合算療養費に関する事務を行うために記録
するもの。

・個人番号：対象者を正確に特定するために記
録するもので、番号利用法第9条第１項及び別
表の85の項により利用可。
・その他識別情報（内部番号）：
　　（宛名番号・世帯番号）住民基本台帳や資格
に関する情報を管理するために記録するもの。
　　（被保険者番号）資格や保険料の賦課・徴
収、給付に関する情報を管理するために記録す
るもの。

・介護・高齢者福祉関係情報：高額医療・高額介
護合算療養費に関する事務を行うために記録
するもの。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先２
②移転先における用途

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）
による保護の決定及び実施、保護に要する費用
の返還又は費用の徴収に関する事務（番号法
第9条第1項　別表第一の15の項）

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）
による保護の決定及び実施、保護に要する費用
の返還又は費用の徴収に関する事務（番号利
用法第9条第1項　別表の23の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先３
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先３
②移転先における用途

市税の還付・充当業務（番号法第9条第1項　別
表第一の16の項）

市税の還付・充当業務（番号利用法第9条第1項
別表の24の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先４
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先４
②移転先における用途

市税の還付・充当業務（番号法第9条第1項　別
表第一の16の項）

市税の還付・充当業務（番号利用法第9条第1項
別表の24の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（３）収納滞納ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
提供・移転の有無

［〇］提供を行っている（１）件
［〇］移転を行っている（４）件

［　］提供を行っている（０）件
［〇］移転を行っている（４）件

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
④再委託の有無

再委託する 再委託しない 事後
重要な変更に当たらない変更
（リスクを軽減させる変更）

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
２．基本情報
⑤保有開始日

平成27年10月5日　令和3年1月以降 平成27年10月5日



令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
提供先１
①法令上の根拠
②提供先における用途
③提供する情報
④提供する情報の対象となる
本人の数
⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲
⑥提供方法
⑦時期・頻度

後期高齢者広域連合
①番号法第19条第8号　別表第二の80の項
②高齢者の医療の確保に関する法律による後
期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴収に
関する事務であって主務省令で定めるもの
③介護保険給付関係情報であって主務省令で
定めるもの
④10万人以上100万人未満
⑤被保険者及び同一世帯員並びに被保険者及
び同一世帯員であったものの一部
⑥専用線
⑦月次連絡

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先２
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先２
②移転先における用途

老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）
による福祉の措置又は費用の徴収に関する事
務（番号法第9条第1項　別表第一の41の項）

老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）
による福祉の措置又は費用の徴収に関する事
務（番号利用法第9条第1項　別表の61の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先３
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先３
②移転先における用途

介護保険法（平成九年法律第百二十三号）によ
る保険給付の支給又は保険料の徴収に関する
事務（番号法第9条第1項　別表第一の68の項）

介護保険法（平成九年法律第百二十三号）によ
る保険給付の支給、地域支援事業の実施又は
保険料の徴収に関する事務（番号利用法第9条
第1項　別表の100の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先４
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先４
②移転先における用途

生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）
による保護の決定及び実施、保護に要する費用
の返還又は費用の徴収に関する事務（番号法
第9条第1項　別表第一の15の項）

生活保護法による保護の決定及び実施、就労
自立給付金若しくは進学・就職準備給付金の支
給、被保護者健康管理支援事業の実施、保護
に要する費用の返還又は費用の徴収に関する
事務（番号利用法第9条第1項　別表の23の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先５
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先６
①法令上の根拠

番号法第9条第2項に基づく大分市個人番号の
利用及び特定個人情報の提供に関する条例

番号利用法第9条第2項に基づく大分市個人番
号の利用及び特定個人情報の提供に関する条
例

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
⑥再委託事項

システムの運用・保守業務、法制度改正に伴う
改修作業業務

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
提供・移転の有無

［〇］提供を行っている（１）件
［〇］移転を行っている（６）件

［　］提供を行っている（０）件
［〇］移転を行っている（６）件

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
４．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項１
⑤再委託の許諾方法

原則として再委託は行わないこととするが、再委
託を行う場合には、委託先から再委託先の商号
または名称、住所、再委託する理由、再委託す
る業務の範囲、再委託先に関する業務の履行
能力、再委託予定金額等およびその他当市の
セキュリティーポリシー等で委託先に求めるべき
とされている情報について記載した書面による
再委託申請および再委託に関する履行体制図
の提出を受け、委託先と再委託先が秘密保持
に関する契約を締結していることなど、再委託先
における安全管理措置を確認し、決裁等必要な
手続を経た上で再委託を承認する。

削除 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない



令和7年1月31日

（４）給付ファイル
Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
５．特定個人情報の提供・移
転
移転先６
②移転先における用途

個人住民税の課税・収滞納に関する事務（番号
法第9条第1項　別表第一の16の項）

地方税法その他の地方税に関する法律及びこ
れらの法律に基づく条例、森林環境税及び森林
環境譲与税に関する法律又は特別法人事業税
及び特別法人事業譲与税に関する法律（平成
三十一年法律第四号）による地方税、森林環境
税若しくは特別法人事業税の賦課徴収又は地
方税、森林環境税若しくは特別法人事業税に関
する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事
務（番号利用法第9条第1項　別表の24の項）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

Ⅲリスク対策
５．特定個人情報の提供・移
転
リスク：不正な提供・移転が行
われるリスク
特定個人情報の提供・移転に
関するルール
ルールの内容及びルールの
遵守の確認方法

同一期間内における特定個人情報の移転の際
は、大分市電子計算機処理管理運営要綱に則
り、番号法に定められた業務に必要な情報のみ
を提供することとしている。
＜広域連合への移転＞
標準システム窓口端末における措置
・当市の窓口端末から広域連合の標準システム
へのデータ送信については、「府番第27号一部
事務組合又は広域連合と構成地方公共団体と
の間の特定個人情報の授受について（通知）平
成27年2月13日」において、同一部署内での内
部利用の取扱いとするとされている。

同一期間内における特定個人情報の移転の際
は、大分市情報化推進のためのICT利活用に関
する要綱に則り、番号利用法に定められた業務
に必要な情報のみを提供することとしている。
＜広域連合への移転＞
標準システム窓口端末における措置
・当市の窓口端末から広域連合の標準システム
へのデータ送信については、「府番第27号一部
事務組合又は広域連合と構成地方公共団体と
の間の特定個人情報の授受について（通知）平
成27年2月13日」において、同一部署内での内
部利用の取扱いとするとされている。

事後
重要な変更に当たらない変更
（文言の修正）

令和7年1月31日

Ⅲリスク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク１：目的外の入手が行わ
れるリスク
リスクに対する措置の内容

＜団体内統合宛名システムにおける措置＞
・団体内統合宛名システムにおいて、中間サー
バへの情報照会が可能な権限と、その権限に
おいて照会可能な特定個人情報の制限を行っ
ている。
・団体内統合宛名システムのシステム間連携機
能によるアクセスの制限と、ファイアウォール等
による通信制御により、不適切な方法による入
手を防止している。
・認証管理機能により、ログイン時の職員認証
の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員、時
刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切
な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携
を抑止する仕組みになっている。

＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネット
ワークシステムに情報照会を行う際には、情報
提供許可証の発行と照会内容の照会許可用照
合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワーク
システムに求め、情報提供ネットワークシステム
から情報提供許可証を受領してから情報照会を
実施することになる。つまり、番号利用法上認め
られた情報連携以外の照会を拒否する機能を
備えており、目的外提供やセキュリティリスクに
対応している。
・中間サーバの職員認証・権限管理機能（※３）
では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・
ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容の
記録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の照会および照会した情報の受
領を行う機能。

事後
重要な変更に当たらない変更
（実際の取扱いに沿ったの修
正）

令和7年1月31日

Ⅲリスク対策
３．特定個人情報の使用
リスク１：目的を超えた紐づ
け、事務に必要のないい情報
との紐づけが行われるリスク
リスクに対する措置の内容

＜窓口端末（標準システム）を使用する際のリス
ク＞
・窓口端末は広域連合の標準システムにのみ
専用線でつながっており、他のネットワークシス
テムからアクセスできないようにしていることで、
目的を超えた紐付けや、必要のない情報と紐付
けされるリスクを軽減している。

＜窓口端末に大分市後期高齢者医療システム
よりデータを配信する際のリスク＞
・大分市後期高齢者医療システムより窓口端末
に配信されるデータはあらかじめ指定されたイン
ターフェイス（※1）であることが前提となるため、
必要のない情報と紐付けされるリスクを軽減し
ている。

※1：ここでいう指定されたインターフェイスとは、
「後期高齢者医療広域連合電算処理システム
外部インターフェイス仕様書」に記載されている
広域連合の標準システムと市町村の標準シス
テム窓口端末間でやりとりされるデータ定義の
ことをいい、その定義にしたがった項目（法令等
で定められた範囲）のことを指す。

＜窓口端末（標準システム）を使用する際のリス
ク＞
・窓口端末は広域連合の標準システムにのみ
専用線でつながっており、他のネットワークシス
テムからアクセスできないようにしていることで、
目的を超えた紐付けや、必要のない情報と紐付
けされるリスクを軽減している。

＜窓口端末に大分市後期高齢者医療事務支援
システムよりデータを配信する際のリスク＞
・大分市後期高齢者医療事務支援システムより
窓口端末に配信されるデータはあらかじめ指定
されたインターフェイス（※1）であることが前提と
なるため、必要のない情報と紐付けされるリスク
を軽減している。

※1：ここでいう指定されたインターフェイスとは、
「後期高齢者医療広域連合電算処理システム
外部インターフェイス仕様書」に記載されている
広域連合の標準システムと市町村の標準シス
テム窓口端末間でやりとりされるデータ定義の
ことをいい、その定義にしたがった項目（法令等
で定められた範囲）のことを指す。

事後
重要な変更に当たらない変更
（文言の修正）

令和7年1月31日
Ⅲリスク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続

［〇］接続しない（入手）
［　］接続しない（提供）

［　］接続しない（入手）
［　］接続しない（提供）

事後
重要な変更に当たらない変更
（実際の取扱いに沿ったの修
正）



事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年1月31日

Ⅲリスク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク１：目的外の入手が行わ
れるリスク
リスクに対する措置の内容

（※２）番号利用法第19条第8号に基づく主務省
令第2条の表および第19条第15号を基に事務手
続きごとに情報照会者、情報提供者、照会・提
供可能な特定個人情報をリスト化したもの。
（※３）中間サーバを利用する職員の認証と職員
に付与された権限に基づいた各種機能や特定
個人情報へのアクセス制御を行う機能。

＜中間サーバの運用における措置＞
・中間サーバで取得した情報照会に係るシステ
ムログを使用して目的外および不正な入手が行
われていないか必要に応じて確認する。

事後
重要な変更に当たらない変更
（実際の取扱いに沿ったの修
正）

令和7年1月31日

Ⅲリスク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク１：目的外の入手が行わ
れるリスク
リスクへの対策は十分か

十分である 事後
重要な変更に当たらない変更
（実際の取扱いに沿ったの修
正）

令和7年1月31日

Ⅲリスク対策
９．従業員に対する教育・啓発
従業員に対する教育・啓発
具体的な方法

・後期高齢者医療事務関係職員（臨時職員等を
含む。）に対して、初任時及び一定期間毎に、必
要な知識の習得に資するための研修を実施す
る。
・後期高齢者医療事務関係職員（臨時職員等を
含む。）に対してｅ-ラーニングによるセキュリティ
教育を毎年実施する。
・違反行為を行ったものに対しては、都度指導
の上、違反行為の程度によっては懲戒の対象と
なりうる。

・後期高齢者医療事務関係職員（会計年度任用
職員等を含む。）に対して、初任時及び一定期
間毎に、必要な知識の習得に資するための研
修を実施する。
・後期高齢者医療事務関係職員（会計年度任用
職員等を含む。）に対してｅ-ラーニングによるセ
キュリティ教育を毎年実施する。
・違反行為を行ったものに対しては、都度指導
の上、違反行為の程度によっては懲戒の対象と
なりうる。

事後
重要な変更に当たらない変更
（文言の修正）

令和7年1月31日

Ⅲリスク対策
６．情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク２：不正な影響が行われ
るリスク
リスクに対する措置の内容

・既存後期高齢者医療システムからは中間サー
バを設け直接情報提供ネットワークとは接続し
ない。
・団体内統合宛名システムでは、ユーザＩＤによ
る認証と認可機能により、そのユーザがシステ
ム上で利用可能な機能を制限することで、不正
利用が行えない対策を実施する。

・既存後期高齢者医療事務支援システムからは
中間サーバを設け直接情報提供ネットワークと
は接続しない。
・団体内統合宛名システムでは、ユーザＩＤによ
る認証と認可機能により、そのユーザがシステ
ム上で利用可能な機能を制限することで、不正
利用が行えない対策を実施する。

事後
重要な変更に当たらない変更
（文言の修正）

令和7年1月31日
Ⅲリスク対策
８．監査
実施の有無

自己点検 自己点検、内部監査 事後
重要な変更に当たらない変更
（実際の取扱いに沿ったの修
正）

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(資格)
６.特定個人情報の保管・消去

令和7年5月30日 事前

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

令和7年5月30日

Ⅰ基本情報
６.評価実施機関における担当
部署
①部署

大分市　市民部　国保年金課
　　　　　 企画部　情報政策課

大分市　市民部　国保年金課
　　　　　 企画部　デジタル戦略局　情報政策課

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

重要な変更

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

令和7年5月30日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(資格)
４.特定個人情報ファイルの取
り扱いの委託
委託事項１
③委託先名

情報公開請求等で公開 株式会社　九州日立システムズ



令和7年5月30日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(賦課)
４.特定個人情報ファイルの取
り扱いの委託
委託事項１
③委託先名

情報公開請求等で公開 株式会社　九州日立システムズ 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年5月30日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(収納滞納)
４.特定個人情報ファイルの取
り扱いの委託
委託事項１
③委託先名

情報公開請求等で公開
株式会社　九州日立システムズ、株式会社　シ
ンク

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和7年5月30日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(収納滞納)
４.特定個人情報ファイルの取
り扱いの委託
委託事項２
③委託先名

情報公開請求等で公開
株式会社　九州日立システムズ、株式会社　シ
ンク

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(資格)
６.特定個人情報の保管・消去

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(賦課)
６.特定個人情報の保管・消去

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(賦課)
６.特定個人情報の保管・消去

令和7年5月30日

令和7年5月30日

令和7年5月30日

事前

事前

事前

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に実
施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018
の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に実
施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018
の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

重要な変更

重要な変更

重要な変更

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。



Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(収納滞納)
６.特定個人情報の保管・消去

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(収納滞納)
６.特定個人情報の保管・消去

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(給付)
６.特定個人情報の保管・消去

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(給付)
６.特定個人情報の保管・消去

Ⅲ リスク対策
７．特定個人情報の保管・消
去
その他の措置の内容

令和7年5月30日

令和7年5月30日

令和7年5月30日

令和7年5月30日

令和7年5月30日

令和7年5月30日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概
要(給付)
４.特定個人情報ファイルの取
り扱いの委託
委託事項１
③委託先名

情報公開請求等で公開

事前

事前

事前

事前

事前

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に実
施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018
の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する
環境に設置し、設置場所のセキュリティ対策は
クラウド事業者が実施する。なお、クラウド事業
者はISMAPのリストに登録されたクラウドサービ
ス事業者であり、セキュリティ管理策が適切に実
施されているほか、次を満たすものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018
の認証を受けていること。
・日本国内でのデータ保管を条件としているこ
と。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理する
データセンター内のデータベースに保存され、
バックアップも日本国内に設置された複数の
データセンターのうち本番環境とは別のデータ
センター内に保存される。

◆物理的対策
＜大分市における措置＞
・特定個人情報を保管するサーバ設置場所に
は、入退室管理を行っている。
・特定個人情報を保管したPCは、セキュリティワ
イヤにより盗難防止を行い、特定個人情報を扱
う職員が離席する際には、パスワード付きスク
リーンセーバーを利用している。
・特定個人情報を保管した媒体の運用ルールを
定め、遵守している。
＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システ
ムのセキュリティ制度（ISMAP）のリストに登録さ
れたクラウドサービスから調達することとしてお
り、システムのサーバー等は、クラウド事業者が
保有・管理する環境に構築し、その環境には認
可された者だけがアクセスできるよう適切な入
退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、
外部に持出できないこととしている。

株式会社　九州日立システムズ 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

重要な変更

重要な変更

重要な変更

重要な変更

重要な変更

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

◆物理的対策
＜大分市における措置＞
・特定個人情報を保管するサーバ設置場所に
は、入退室管理を行っている。
・特定個人情報を保管したPCは、セキュリティワ
イヤにより盗難防止を行い、特定個人情報を扱
う職員が離席する際には、パスワード付きスク
リーンセーバーを利用している。
・特定個人情報を保管した媒体の運用ルールを
定め、遵守している。



令和7年9月2日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（資格）
２．基本情報
④記録される項目
その妥当性

・個人番号、４情報、その他住民票関係情報を取り扱う
為。
・本人を特定及び確認を行う為。
・広域連合電算処理システムへ情報を送付をする為。

・個人番号、5情報、その他住民票関係情報を取り扱う
為。
・本人を特定及び確認を行う為。
・広域連合電算処理システムへ情報を送付をする為。

事後
その他の項目の変更であり事前の
提出・公表が義務付けられない
（法令改正のため）

令和7年9月2日

Ⅰ基本情報
２．特定個人情報ファイルを取り扱
う事務において使用するシステム
システム3
②システムの機能

１．団体内統合宛名番号管理機能
団体内統合宛名番号の付番を行う。
団体内統合宛名番号と既存住基システムの宛名番号
とを紐付けて管理する。

２．宛名情報管理機能
氏名・住所などの基本４情報を団体内統合宛名番号に
紐付けて管理する

３．中間サーバー連携機能
中間サーバーとのオンラインデータ連携、オフライン
データ連携用の媒体作成を行う。

１．団体内統合宛名番号管理機能
団体内統合宛名番号の付番を行う。
団体内統合宛名番号と既存住基システムの宛名番号
とを紐付けて管理する。

２．宛名情報管理機能
氏名・住所などの基本5情報を団体内統合宛名番号に
紐付けて管理する

３．中間サーバー連携機能
中間サーバーとのオンラインデータ連携、オフライン
データ連携用の媒体作成を行う。

事後
その他の項目の変更であり事前の
提出・公表が義務付けられない
（法令改正のため）

記載なし

Ⅲ リスク対策
７．特定個人情報の保管・消
去
その他の措置の内容

Ⅲ リスク対策
７．特定個人情報の保管・消
去
その他の措置の内容

Ⅲ リスク対策
１０．その他のリスク対策

令和7年5月30日

令和7年5月30日

令和7年5月30日 重要な変更

事前

事前

事前

◆技術的対策
＜大分市における措置＞
・ウィルス対策ソフトを導入し、定期的にパターン
ファイルの更新を行っている。
・定期的に当該ファイルの改ざんの有無を検査
している。
・外部ネットワークから受信したファイルは、イン
ターネットのゲートウェイにおいてコンピュータウ
イルス等の不正プログラムのチェックを行い、不
正プログラムのシステムへの侵入を防止してい
る。
・必要に応じ他のネットワーク及び情報システム
と物理的に分離する措置を講じている。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにア
クセスしない契約等となっている。
②大分市が委託したASP(「地方公共団体情報
システムのガバメントクラウドの利用に関する基
準【第1.0版】」（令和４年１０月　デジタル庁。以
下「利用基準」という。）に規定する「ASP」をい
う。以下同じ。)又はガバメントクラウド運用管理
補助者（利用基準に規定する「ガバメントクラウ
ド運用管理補助者」をいう。以下同じ。）は、ガバ
メントクラウドが提供するマネージドサービスに
より、ネットワークアクティビティ、データアクセス
パターン、アカウント動作等について継続的にモ
ニタリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対する
セキュリティの脅威に対し、脅威検出やDDos対
策を24時間365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、
ウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイル
の更新を行う。
⑤大分市が委託したASP又はガバメントクラウド
運用管理補助者は、導入しているOS及びミドル
ウエアについて、必要に応じてセキュリティパッ
チの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有する
システムを構築する環境は、インターネットとは
切り離された閉域ネットワークで構成する。
⑦大分市やASP又はガバメントクラウド運用管
理補助者の運用保守地点からガバメントクラウ
ドへの接続については、閉域ネットワークで構成
する。
⑧大分市が管理する業務データは、国及びクラ
ウド事業者がアクセスできないよう制御を講じ
る。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いに
ついては、当該業務データを保有する大分市及
びその業務データの取扱いについて委託を受け
るASP又はガバメントクラウド運用管理補助者
が責任を有する。ガバメントクラウド上での業務
アプリケーションの運用等に障害が発生する場
合等の対応については、原則としてガバメントク
ラウドに起因する事象の場合は、国はクラウド
事業者と契約する立場から、その契約を履行さ
せることで対応する。また、ガバメントクラウドに
起因しない事象の場合は、大分市に業務アプリ
ケーションサービスを提供するASP又はガバメン
トクラウド運用管理補助者が対応するものとす
る。具体的な取り扱いについて、疑義が生じる
場合は、大分市とデジタル庁及び関係者で協議
を行う。

重要な変更

重要な変更

◆技術的対策
＜大分市における措置＞
・ウィルス対策ソフトを導入し、定期的にパターン
ファイルの更新を行っている。
・定期的に当該ファイルの改ざんの有無を検査
している。
・外部ネットワークから受信したファイルは、イン
ターネットのゲートウェイにおいてコンピュータウ
イルス等の不正プログラムのチェックを行い、不
正プログラムのシステムへの侵入を防止してい
る。
・必要に応じ他のネットワーク及び情報システム
と物理的に分離する措置を講じている。



令和7年9月2日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（資格）
２．特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法

　
主に以下を目的として使用する。

（１）住民異動情報を管理する業務として以下を行う。
　・個人単位で異動情報の内容を照会・登録・修正す
る。
　・個人と当該個人の同一世帯構成員の異動情報を広
域連合に送付する。
　・住民異動情報に含まれる４情報等の個人情報を各
種通知書等の帳票に印字する。
（２）被保険者を管理する業務として以下を行う。
　・個人単位で被保険者の異動情報を照会・修正す
る。

主に以下を目的として使用する。

（１）住民異動情報を管理する業務として以下を行う。
　・個人単位で異動情報の内容を照会・登録・修正す
る。
　・個人と当該個人の同一世帯構成員の異動情報を広
域連合に送付する。
　・住民異動情報に含まれる5情報等の個人情報を各
種通知書等の帳票に印字する。
（２）被保険者を管理する業務として以下を行う。
　・個人単位で被保険者の異動情報を照会・修正す
る。

事後
その他の項目の変更であり事前の
提出・公表が義務付けられない
（法令改正のため）

令和7年9月2日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（賦課）
6．特定個人情報の保管・消去
保管場所

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に
設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに
登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリ
ティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たす
ものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けているこ
と。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータ
センター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本
番環境とは別のデータセンター内に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に
設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに
登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリ
ティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たす
ものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けているこ
と。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータ
センター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本
番環境とは別のデータセンター内に保存される。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）

令和7年9月2日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（賦課）
6．特定個人情報の保管・消去
保管場所

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに
設置しており、データセンターへの入館及びサーバー
室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された中間
サーバーのデータベース内に保存され、バックアップも
データベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システ
ムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録され
たクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設
置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウドサービス
事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策
が適切に実施されているほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報はクラウドサービス事業者が保有・管
理する環境に構築する中間サーバーのデータベース
内に保存され、バックアップもデータベース上に保存さ
れる。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）

令和7年9月2日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（資格）
6．特定個人情報の保管・消去
保管場所

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに
設置しており、データセンターへの入館及びサーバー
室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された中間
サーバーのデータベース内に保存され、バックアップも
データベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システ
ムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録され
たクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設
置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウドサービス
事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策
が適切に実施されているほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報はクラウドサービス事業者が保有・管
理する環境に構築する中間サーバーのデータベース
内に保存され、バックアップもデータベース上に保存さ
れる。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）

令和7年9月2日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（資格）
6．特定個人情報の保管・消去
保管場所

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に
設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに
登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリ
ティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たす
ものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けているこ
と。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータ
センター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本
番環境とは別のデータセンター内に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に
設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに
登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリ
ティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たす
ものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けているこ
と。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータ
センター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本
番環境とは別のデータセンター内に保存される。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）



同一期間内における特定個人情報の移転の際は、大
分市情報化推進のためのICT利活用に関する要綱に
則り、番号利用法に定められた業務に必要な情報の
みを提供することとしている。
＜広域連合への移転＞
標準システム窓口端末における措置
・当市の窓口端末から広域連合の標準システムへの
データ送信については、「府番第27号一部事務組合又
は広域連合と構成地方公共団体との間の特定個人情
報の授受について（通知）平成27年2月13日」におい
て、同一部署内での内部利用の取扱いとするとされて
いる。

令和7年9月2日

Ⅲ　リスク対策
５．特定個人情報の提供・移転（委
託や情報提供ネットワークシステ
ムを通じた提供を除く。）
リスク：不正な提供・移転が行われ
るリスク
特定個人情報の提供・移転に関す
るルール
ルールの内容及びルールの遵守
の確認方法

同一期間内における特定個人情報の移転の際は、番
号利用法に定められた業務に必要な情報のみを提供
することとしている。
＜広域連合への移転＞
標準システム窓口端末における措置
・当市の窓口端末から広域連合の標準システムへの
データ送信については、「府番第27号一部事務組合又
は広域連合と構成地方公共団体との間の特定個人情
報の授受について（通知）平成27年2月13日」におい
て、同一部署内での内部利用の取扱いとするとされて
いる。

事後
重要な変更に当たらない変更（要
綱改正による修正）

令和7年9月2日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（給付）
6．特定個人情報の保管・消去
保管場所

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに
設置しており、データセンターへの入館及びサーバー
室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された中間
サーバーのデータベース内に保存され、バックアップも
データベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システ
ムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録され
たクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設
置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウドサービス
事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策
が適切に実施されているほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報はクラウドサービス事業者が保有・管
理する環境に構築する中間サーバーのデータベース
内に保存され、バックアップもデータベース上に保存さ
れる。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）

令和7年9月2日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（給付）
6．特定個人情報の保管・消去
保管場所

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に
設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに
登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリ
ティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たす
ものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けているこ
と。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータ
センター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本
番環境とは別のデータセンター内に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に
設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに
登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリ
ティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たす
ものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けているこ
と。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータ
センター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本
番環境とは別のデータセンター内に保存される。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）

令和7年9月2日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（収滞納）
6．特定個人情報の保管・消去
保管場所

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
１．中間サーバー・プラットフォームはデータセンターに
設置しており、データセンターへの入館及びサーバー
室への入室を厳重に管理する。
２．特定個人情報は、サーバー室に設置された中間
サーバーのデータベース内に保存され、バックアップも
データベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームの措置＞
①中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システ
ムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録され
たクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設
置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウドサービス
事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策
が適切に実施されているほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。
②特定個人情報はクラウドサービス事業者が保有・管
理する環境に構築する中間サーバーのデータベース
内に保存され、バックアップもデータベース上に保存さ
れる。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）

令和7年9月2日

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
（収滞納）
6．特定個人情報の保管・消去
保管場所

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に
設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに
登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリ
ティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たす
ものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けているこ
と。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータ
センター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本
番環境とは別のデータセンター内に保存される。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①サーバ等はクラウド事業者が保有・管理する環境に
設置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウド事業者
が実施する。なお、クラウド事業者はISMAPのリストに
登録されたクラウドサービス事業者であり、セキュリ
ティ管理策が適切に実施されているほか、次を満たす
ものとする。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018の認証を受けているこ
と。
・日本国内でのデータ保管を条件としていること。
②特定個人情報は、クラウド事業者が管理するデータ
センター内のデータベースに保存され、バックアップも
日本国内に設置された複数のデータセンターのうち本
番環境とは別のデータセンター内に保存される。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）



令和7年9月2日

Ⅲ　リスク対策
6．情報提供ネットワークシステム
との接続
リスク2
リスクに対する措置の内容

・既存後期高齢者医療事務支援システムからは中間
サーバを設け直接情報提供ネットワークとは接続しな
い。
・団体内統合宛名システムでは、ユーザＩＤによる認証
と認可機能により、そのユーザがシステム上で利用可
能な機能を制限することで、不正利用が行えない対策
を実施する。

・既存後期高齢者医療事務支援システムからは中間
サーバを設け直接情報提供ネットワークとは接続しな
い。
・団体内統合宛名システムでは、ユーザＩＤによる認証
と認可機能により、そのユーザがシステム上で利用可
能な機能を制限することで、不正利用が行えない対策
を実施する。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシ
ステムにおける照会許可用照合リストを情報提供ネッ
トワークシステムから入手し、中間サーバーにも格納し
て、情報提供機能により、照会許可用照合リストに基
づき情報連携が認められた特定個人情報の提供の要
求であるかチェックを実施している。
②情報提供機能により、情報提供ネットワークシステ
ムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワークシ
ステムから提供許可証と情報照会者へたどり着くため
の経路情報を受領し、照会内容に対応した情報を自動
で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提
供されるリスクに対応している。
③機微情報については自動応答を行わないように自
動応答不可フラグを設定し、特定個人情報の提供を行
う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、
センシティブな特定個人情報が不正に提供されるリス
クに対応している。
④中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログ
イン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施
した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、
不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携
を抑止する仕組みになっている。

（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個
人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う機
能。

事後
重要な変更に当たらない変更（誤
字・脱字の修正）

令和7年9月2日

Ⅲ　リスク対策
6．情報提供ネットワークシステム
との接続
リスク1
リスクに対する措置の内容

＜団体内統合宛名システムにおける措置＞
・団体内統合宛名システムにおいて、中間サーバへの
情報照会が可能な権限と、その権限において照会可
能な特定個人情報の制限を行っている。
・団体内統合宛名システムのシステム間連携機能によ
るアクセスの制限と、ファイアウォール等による通信制
御により、不適切な方法による入手を防止している。
・認証管理機能により、ログイン時の職員認証の他に、
ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作
や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっ
ている。

＜団体内統合宛名システムにおける措置＞
・団体内統合宛名システムにおいて、中間サーバへの
情報照会が可能な権限と、その権限において照会可
能な特定個人情報の制限を行っている。
・団体内統合宛名システムのシステム間連携機能によ
るアクセスの制限と、ファイアウォール等による通信制
御により、不適切な方法による入手を防止している。
・認証管理機能により、ログイン時の職員認証の他に、
ログイン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作
や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっ
ている。

事後
重要な変更に当たらない変更（誤
字・脱字の修正）

令和7年9月2日

Ⅲ　リスク対策
6．情報提供ネットワークシステム
との接続
リスク1
リスクに対する措置の内容

＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシ
ステムに情報照会を行う際には、情報提供許可証の発
行と照会内容の照会許可用照合リスト（※２）との照合
を情報提供ネットワークシステムに求め、情報提供ネッ
トワークシステムから情報提供許可証を受領してから
情報照会を実施することになる。つまり、番号利用法上
認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備
えており、目的外提供やセキュリティリスクに対応して
いる。
・中間サーバの職員認証・権限管理機能（※３）では、
ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるた
め、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン
連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定
個人情報の照会および照会した情報の受領を行う機
能。
（※２）番号利用法第19条第8号に基づく主務省令第2
条の表および第19条第15号を基に事務手続きごとに
情報照会者、情報提供者、照会・提供可能な特定個人
情報をリスト化したもの。
（※３）中間サーバを利用する職員の認証と職員に付
与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報へ
のアクセス制御を行う機能。

＜中間サーバ・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシ
ステムに情報照会を行う際には、情報提供許可証の発
行と照会内容の照会許可用照合リスト（※２）との照合
を情報提供ネットワークシステムに求め、情報提供ネッ
トワークシステムから情報提供許可証を受領してから
情報照会を実施することになる。つまり、番号利用法上
認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備
えており、目的外提供やセキュリティリスクに対応して
いる。
・中間サーバの職員認証・権限管理機能（※３）では、
ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるた
め、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン
連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定
個人情報の照会および照会した情報の受領を行う機
能。
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワークシス
テムを使用した特定個人情報の提供に係る情報照会
者、情報提供者、事務及び特定個人情報を一覧化し、
情報照会の可否を判断するために使用するもの。
（※３）中間サーバを利用する職員の認証と職員に付
与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報へ
のアクセス制御を行う機能。

事後
重要な変更に当たらない変更（誤
字・脱字の修正）

令和7年9月2日

Ⅲ　リスク対策
6．情報提供ネットワークシステム
との接続
リスク1
リスクに対する措置の内容

＜中間サーバの運用における措置＞
・中間サーバで取得した情報照会に係るシステムログ
を使用して目的外および不正な入手が行われていな
いか必要に応じて確認する。

＜中間サーバの運用における措置＞
・中間サーバで取得した情報照会に係るシステムログ
を使用して目的外および不正な入手が行われていな
いか必要に応じて確認する。

事後
重要な変更に当たらない変更（誤
字・脱字の修正）



令和7年9月2日
Ⅲ　リスク対策
7．特定個人情報の保管・消去
その他の措置の内容

◆技術的対策
＜大分市における措置＞
・ウィルス対策ソフトを導入し、定期的にパターンファイ
ルの更新を行っている。
・定期的に当該ファイルの改ざんの有無を検査してい
る。
・外部ネットワークから受信したファイルは、インター
ネットのゲートウェイにおいてコンピュータウイルス等の
不正プログラムのチェックを行い、不正プログラムのシ
ステムへの侵入を防止している。
・必要に応じ他のネットワーク及び情報システムと物理
的に分離する措置を講じている。

◆技術的対策
＜大分市における措置＞
・ウィルス対策ソフトを導入し、定期的にパターンファイ
ルの更新を行っている。
・定期的に当該ファイルの改ざんの有無を検査してい
る。
・外部ネットワークから受信したファイルは、インター
ネットのゲートウェイにおいてコンピュータウイルス等の
不正プログラムのチェックを行い、不正プログラムのシ
ステムへの侵入を防止している。
・必要に応じ他のネットワーク及び情報システムと物理
的に分離する措置を講じている。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）

令和7年9月2日

Ⅲ　リスク対策
6．情報提供ネットワークシステム
との接続
情報提供ネットワークシステムとの
接続に伴うその他のリスク及びそ
のリスクに対する措置

移転元から承認された情報しか移転できない仕組みと
なっており、また、決められた提供・移転先のみにしか
情報の提供・移転ができない仕組みとなっている。

移転元から承認された情報しか移転できない仕組みと
なっており、また、決められた提供・移転先のみにしか
情報の提供・移転ができない仕組みとなっている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログ
イン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施
した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、
不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携
を抑止する仕組みになっている。
②情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号
を用いることがシステム上担保されており、不正な名
寄せが行われるリスクに対応している。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワー
クシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行
政専用のネットワーク（総合行政ネットワーク等）を利用
することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利
用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を
暗号化することで安全性を確保している。
③中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報
を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管
理（アクセス制御）しており、中間サーバー・プラット
フォームを利用する団体であっても他団体が管理する
情報には一切アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うこ
とで、中間サーバー･プラットフォームの事業者及びク
ラウドサービス事業者における情報漏えい等のリスク
を極小化する。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）

令和7年9月2日
Ⅲ　リスク対策
7．特定個人情報の保管・消去
その他の措置の内容

◆物理的対策
＜大分市における措置＞
・特定個人情報を保管するサーバ設置場所には、入退
室管理を行っている。
・特定個人情報を保管したPCは、セキュリティワイヤに
より盗難防止を行い、特定個人情報を扱う職員が離席
する際には、パスワード付きスクリーンセーバーを利用
している。
・特定個人情報を保管した媒体の運用ルールを定め、
遵守している。

◆物理的対策
＜大分市における措置＞
・特定個人情報を保管するサーバ設置場所には、入退
室管理を行っている。
・特定個人情報を保管したPCは、セキュリティワイヤに
より盗難防止を行い、特定個人情報を扱う職員が離席
する際には、パスワード付きスクリーンセーバーを利用
している。
・特定個人情報を保管した媒体の運用ルールを定め、
遵守している。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）

令和7年9月2日
Ⅲ　リスク対策
7．特定個人情報の保管・消去
その他の措置の内容

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセ
キュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウド
サービスから調達することとしており、システムのサー
バー等は、クラウド事業者が保有・管理する環境に構
築し、その環境には認可された者だけがアクセスでき
るよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に
持出できないこととしている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームは、政府情報システ
ムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録され
たクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設
置し、設置場所のセキュリティ対策はクラウドサービス
事業者が実施する。
なお、クラウドサービス事業者は、セキュリティ管理策
が適切に実施されているほか、次を満たしている。
・ISO/IEC27017、ISO/IEC27018 の認証を受けている。
・日本国内でデータを保管している。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①ガバメントクラウドについては政府情報システムのセ
キュリティ制度（ISMAP）のリストに登録されたクラウド
サービスから調達することとしており、システムのサー
バー等は、クラウド事業者が保有・管理する環境に構
築し、その環境には認可された者だけがアクセスでき
るよう適切な入退室管理策を行っている。
②事前に許可されていない装置等に関しては、外部に
持出できないこととしている。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）



令和7年9月2日
Ⅲ　リスク対策
7．特定個人情報の保管・消去
その他の措置の内容

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセス
しない契約等となっている。
②大分市が委託したASP(「地方公共団体情報システ
ムのガバメントクラウドの利用に関する基準【第1.0版】」
（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」とい
う。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)
又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規
定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」をいう。以
下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージド
サービスにより、ネットワークアクティビティ、データアク
セスパターン、アカウント動作等について継続的にモニ
タリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュ
リティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24時間
365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイル
ス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤大分市が委託したASP又はガバメントクラウド運用
管理補助者は、導入しているOS及びミドルウエアにつ
いて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステ
ムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦大分市やASP又はガバメントクラウド運用管理補助
者の運用保守地点からガバメントクラウドへの接続に
ついては、閉域ネットワークで構成する。
⑧大分市が管理する業務データは、国及びクラウド事
業者がアクセスできないよう制御を講じる。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
①国及びクラウド事業者は利用者のデータにアクセス
しない契約等となっている。
②大分市が委託したASP(「地方公共団体情報システ
ムのガバメントクラウドの利用に関する基準【第1.0版】」
（令和４年１０月　デジタル庁。以下「利用基準」とい
う。）に規定する「ASP」をいう。以下同じ。)
又はガバメントクラウド運用管理補助者（利用基準に規
定する「ガバメントクラウド運用管理補助者」をいう。以
下同じ。）は、ガバメントクラウドが提供するマネージド
サービスにより、ネットワークアクティビティ、データアク
セスパターン、アカウント動作等について継続的にモニ
タリングを行うとともに、ログ管理を行う。
③クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対するセキュ
リティの脅威に対し、脅威検出やDDos対策を24時間
365日講じる。
④クラウド事業者は、ガバメントクラウドに対し、ウイル
ス対策ソフトを導入し、パターンファイルの更新を
行う。
⑤大分市が委託したASP又はガバメントクラウド運用
管理補助者は、導入しているOS及びミドルウエアにつ
いて、必要に応じてセキュリティパッチの適用を行う。
⑥ガバメントクラウドの特定個人情報を保有するシステ
ムを構築する環境は、インターネットとは切り離さ
れた閉域ネットワークで構成する。
⑦大分市やASP又はガバメントクラウド運用管理補助
者の運用保守地点からガバメントクラウドへの接続に
ついては、閉域ネットワークで構成する。
⑧大分市が管理する業務データは、国及びクラウド事
業者がアクセスできないよう制御を講じる。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）

令和7年9月2日
Ⅲ　リスク対策
9．従業員に対する教育・啓発
具体的な方法

・後期高齢者医療事務関係職員（会計年度任用職員
等を含む。）に対して、初任時及び一定期間毎に、必要
な知識の習得に資するための研修を実施する。
・後期高齢者医療事務関係職員（会計年度任用職員
等を含む。）に対してｅ-ラーニングによるセキュリティ教
育を毎年実施する。
・違反行為を行ったものに対しては、都度指導の上、違
反行為の程度によっては懲戒の対象となりうる。

・後期高齢者医療事務関係職員（会計年度任用職員
等を含む。）に対して、初任時及び一定期間毎に、必要
な知識の習得に資するための研修を実施する。
・後期高齢者医療事務関係職員（会計年度任用職員
等を含む。）に対してｅ-ラーニングによるセキュリティ教
育を毎年実施する。
・違反行為を行ったものに対しては、都度指導の上、違
反行為の程度によっては懲戒の対象となりうる。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞①
IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情報セ
キュリティ教育用資料等を基にセキュリティ教育資材を
作成し、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わ
る職員及び事業者に対し、運用規則（接続運用規程
等）や情報セキュリティに関する教育を年次（年２回）及
び随時（新規要員着任時）実施することとしている。

事後
重要な変更に当たらない変更（誤
字・脱字の修正）

令和7年9月2日
Ⅲ　リスク対策
7．特定個人情報の保管・消去
その他の措置の内容

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームではUTM（コンピュー
タウイルスやハッキングなどの脅威からネットワークを
効率的かつ包括的に保護する装置）等を導入し、アク
セス制限、侵入検知及び侵入防止を行うとともに、ログ
の解析を行う。
②中間サーバー・プラットフォームでは、ウイルス対策
ソフトを導入し、パターンファイルの更新を行う。
③導入しているＯＳ及びミドルウェアについて、必要に
応じてセキュリティパッチの適用を行う。
④中間サーバー・プラットフォームは、政府情報システ
ムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）に登録され
たクラウドサービス事業者が保有・管理する環境に設
置し、インターネットとは切り離された閉域ネットワーク
環境に構築する。
⑤中間サーバーのデータベースに保存される特定個
人情報は、中間サーバー・プラットフォームの事業者及
びクラウドサービス事業者がアクセスできないよう制御
を講じる。
⑥中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利
用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を
暗号化することで安全性を確保している。
⑦中間サーバー・プラットフォームの移行の際は、中間
サーバー・プラットフォームの事業者において、移行す
るデータを暗号化した上で、インターネットを経由しな
い専用回線を使用し、VPN等の技術を利用して通信を
暗号化することでデータ移行を行う。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）



令和7年9月2日
Ⅲ　リスク対策
10．その他のリスク対策

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについて
は、当該業務データを保有する大分市及びその業務
データの取扱いについて委託を受けるASP又はガバメ
ントクラウド運用管理補助者が責任を有する。ガバメン
トクラウド上での業務アプリケーションの運用等に障害
が発生する場合等の対応については、原則としてガバ
メントクラウドに起因する事象の場合は、国はクラウド
事業者と契約する立場から、その契約を履行させるこ
とで対応する。また、ガバメントクラウドに起因しない事
象の場合は、大分市に業務アプリケーションサービス
を提供するASP又はガバメントクラウド運用管理補助
者が対応するものとする。具体的な取り扱いについ
て、疑義が生じる場合は、大分市とデジタル庁及び関
係者で協議を行う。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー・プラットフォームを活用することによ
り、政府情報システムのためのセキュリティ評価制度
（ISMAP）に登録されたクラウドサービス事業者による
高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラ
シの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、
及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定し
たシステム運用、監視を実現する。

＜ガバメントクラウドにおける措置＞
ガバメントクラウド上での業務データの取扱いについて
は、当該業務データを保有する大分市及びその業務
データの取扱いについて委託を受けるASP又はガバメ
ントクラウド運用管理補助者が責任を有する。ガバメン
トクラウド上での業務アプリケーションの運用等に障害
が発生する場合等の対応については、原則としてガバ
メントクラウドに起因する事象の場合は、国はクラウド
事業者と契約する立場から、その契約を履行させるこ
とで対応する。また、ガバメントクラウドに起因しない事
象の場合は、大分市に業務アプリケーションサービス
を提供するASP又はガバメントクラウド運用管理補助
者が対応するものとする。具体的な取り扱いについ
て、疑義が生じる場合は、大分市とデジタル庁及び関
係者で協議を行う。

事前

事後で足りるものの任意に事前に
提出（他の行政機関等が運営する
システムの変更を受けて、当該シ
ステムに係る部分のみリスク対策
を変更）


